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「歴史的課題への挑戦と未来への躍進」の 

実現に向けた提案・要望 

 

＜重点施策に関する提案・要望＞ 

Ⅰ 歴史的課題への挑戦 

 

 



2 

 

■人口減少・超少子高齢社会への対応   

 

持続可能なまちづくりと経済成長の実現   
 

１ 人口減少社会におけるまちづくり 

 
                    要望先 ：内閣官房、内閣府、デジタル庁、総務省、 

   文部科学省、厚生労働省、農林水産省、 

   経済産業省、国土交通省、環境省 

                    県担当課：エネルギー環境課、市街地整備課 
 

◆提案・要望 

 政府が推進しているコンパクトシティの取組や、地方創生２.０、国土強靱化基本計画

等の重要施策を相互に関連させ、高次の取組を行う市町村に対して、より手厚い財政支

援を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県は、かつて経験したことがない人口減少・超少子高齢社会の到来という大きな転換期を迎

えている。国勢調査開始以来、全国で唯一、人口が増加し続けた本県であるが、総務省が発表し

た令和３年10月１日時点の人口推計で初めて人口減少に転じ、翌年以降も減少が続いている。そ

の一方で、75歳以上の高齢者人口が全国で最も速いスピードで増加することが予想されている。 

・ 超少子高齢社会では、地域を支える商業や交通の衰退、空き家の増加等による都市のスポンジ

化、医療・福祉の費用増加などにより、現在の行政サービス水準の維持やインフラの更新が困難

になることが予測される。その上で、激甚化・頻発化する災害にも対応していかなければならな

い。 

・ 本県では、こうした諸課題に対応するため、市町村や企業等とともに、コンパクト、スマート、

レジリエントの３つの要素、すなわち、コンパクトなまちづくりを進めつつ、スマート技術の活

用により利便性を高め、災害に強く、エネルギーも途絶えない、持続可能なまちづくりに取り組

む「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」を推進している。 

・ 本プロジェクトに参加する市町村は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな

都市機能の誘導やウォーカブルなまちづくり、デジタルの力を活用した地方の社会課題解決、防

災・減災の取組、エネルギーレジリエンスの強化などに総合的に取り組んでおり、政府が推進し

ているコンパクトシティの取組や地方創生２.０、国土強靱化基本計画等にも沿った取組である。 

・ こうした超少子高齢社会の課題に着実に対応するための市町村の取組は全国の自治体にとって

も参考となることから、取組を一層推進するための財政支援が必要である。 
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２ 再生可能エネルギー等の普及拡大 

 
要望先 ：経済産業省、資源エネルギー庁、環境省 

                     県担当課：エネルギー環境課、温暖化対策課 
 

◆提案・要望 

（１） 地方公共団体が進める地域の脱炭素化の取組を幅広く支援する観点から、「地

域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の予算を拡充するほか、交付金の柔軟な活用

の妨げとなる詳細な要件の設定や年度途中の取扱いの変更を避けるとともに、交

付金の機動的な活用のため事業計画額の全額を年度当初に交付決定すること。ま

た、事業計画の最終年度まで事業計画額を確実に措置すること。併せて、国庫補

助事業の地方負担分や地方単独事業に対しても地方財政措置を講じること。 
 
（２） 地域の脱炭素化に向け、家庭や企業等における再生可能エネルギー活用設備、

電力の効率利用に不可欠な蓄電池のほか、コージェネレーションシステム、高効

率省エネ設備等の導入・更新に対する支援の拡充、各設備の性能向上や価格低減

に向けた技術開発を進めること。 
 
（３） 地域の脱炭素化に当たって重要となる熱エネルギーの活用を進めるため、太陽

熱・地中熱・バイオマス熱のほか、工場からの廃熱等も含めた効率利用について

導入支援を充実させること。 
 
（４） ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活用したＶＰＰや、地域マイクログリッ

ド、複数事業者間での熱の共同利用などエネルギーの効率的利用に向けた研究・

技術開発や導入支援を強化すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 脱炭素化に向けては、再生可能エネルギーの活用が検討課題となるが、電力の安定供給のため

には、蓄電池や系統との連携、多様なエネルギー源の確保、効率的なエネルギー利用など、バラ

ンスを取った施策の展開が必要である。 

・ 日本全体の電力需要は 2010 年をピークに 10％減少している一方、電力の設備容量は 28%増加

しており、特に太陽光発電の設備容量はこの10年間で12倍に増加している。 

・ 電力需要が減少し、設備容量が増加する一方で、冬になると供給不足に陥っているのは、天候

に左右されやすい太陽光発電設備が機能していないためである。    

・ 2018 年１月、東京電力管内において世界で最も長い８日間で 13 回ものデマンドレスポンスが

導入されたが、その大きな要因は太陽光発電設備からの電力供給が雪により長期間停止したこと

にあった。  

・ こうした事態を繰り返すことがないよう、本県では企業等及び家庭の双方で蓄電池などの再生

可能エネルギー活用設備や省エネ設備の導入補助を実施しているが、今後、更に導入を促進して

いくためには、補助の拡充とともに、設備性能の向上や価格の低減を図ることも重要である。 

・ また、ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活用したＶＰＰや、地域マイクログリッド、複数事

業者間での熱の共同利用など、エネルギーの効率的利用を進めていくことも重要である。 
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３ 都市公園事業の推進 

 
                               要望先 ：国土交通省 

県担当課：公園スタジアム課 
 

◆提案・要望 

（１） 生活に潤いと安らぎを与える憩いの場であり、災害時の避難地や防災活動拠点

となる都市公園の整備を推進するため、必要な財源を確保すること。 
 
（２） 国民の安心・安全の確保が求められる中、インフラの老朽化対策として、公園

施設の長寿命化を推進するため、必要な財源を確保すること。 
 
（３） 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、ＣＯ₂吸収源となる樹林地を健全

な環境とするため、樹木の適正管理ができる財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県が管理する都市公園は31公園のうち23公園が開設から30年以上経過しており、魅力ある公

園づくりを持続するための再整備も必要であるが、予算の確保が課題となっている。 

・ 公園施設長寿命化に要する費用は、向こう５年間で約285億円と見込まれており、財政面での

制約がある中、予算の確保が課題となっている。 

・ 樹木管理に要する費用は、指定管理者による簡易な枝打ちを除いて、過去５年間で約4.4億円

となっているが、財政面の制約がある中で倒木の危険がある樹木の撤去しかできておらず、樹林

地を健全な環境とするための伐採・剪定などができていない。 
 

◆参考 

 ○向こう５年間の県営公園における施設の長寿命化に要する費用（単位：百万円） 

年度 Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 合計 

金額 5,665 5,654 5,691 5,463 6,006 28,479 

 

 ○過去５年間の県営公園における樹木管理に要した費用（単位：百万円） 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 合計 

金額 81.7 85.3 91.9 75.0 104.6 438.5 
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「こどもまんなか社会」の実現   

１ 保育士の処遇改善と人材確保の推進 

 
要望先 ：こども家庭庁、文部科学省 

                           県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 保育士が安定的・継続的に働くことができるように、保育所等の職員の給与が

他の業種と比較し適切な水準となるよう、保育士の勤務実態に合った公定価格を

定めること。 
 
（２） 保育の公定価格における地域区分の見直しに当たっては、国家公務員の地域手

当に準拠するという考え方から脱却し、また、改定時期ありきで結論を出すこと

はせず、地方自治体と丁寧に議論をするとともに、その意見を反映させること。 

その際、東京都の自治体との格差及び地域の実情からの乖離が拡大しないよう、

以下に挙げる事項を考慮するなど、地域の実情を十分に反映し、現在の水準を超

える設定にすること。 
 

  ・ 住民の県外就業率が高い地域については、就業先の地域区分及び支給割合との

均衡や居住地の平均所得を考慮 

  ・ 保育の運営に当たっては、不動産の賃借料等も含まれることから、公示価格を

考慮 

  ・ 都道府県を超えた広域的な区分を考慮 
 
（３） 公定価格の人件費部分を明確にし、保育士の給与に直接反映するための基準を

導入すること。 
 
（４） 保育士・保育所支援センター運営事業などの保育士確保施策については、引き

続き強力に推進し、国において十分な財源措置を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県の保育士の有効求人倍率は、令和７年１月に3.84倍と全国平均3.78 倍と比較し高い水準

にあり、今後も保育士不足の深刻化が見込まれる。 

・ 保育士の給与水準は他業種平均よりも低く、平均勤続年数も短い傾向がある。 

・ 保育士の人材確保と離職防止を図るためには、保育士の処遇改善を行うことが必要であり、子

ども・子育て支援新制度における公定価格を適切な水準に設定する必要がある。 

・ 令和６年人事院勧告では、国家公務員の地域手当の級地区分及び支給割合の見直しが勧告され、

市区町村単位から都道府県単位の設定となった。 

・ 保育の公定価格の地域区分及び支給割合は、これまで国家公務員の地域手当の級地区分及び支

給割合に準拠して決定されており、仮に今回の勧告がそのまま公定価格に適用された場合、本県

では多くの市町村が６％から４％となり、63市町村のうち約３分の２の市町村の公定価格が引き

下げられる一方で、東京都では 23 区の 20％に変更はなく、23 区を除いた地域でも 16％となり、

全体的に引き上げられることになる。 
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・ この場合、東京 23 区と隣接する川口市や戸田市などの自治体との格差がますます拡大し、ま

た、東京都の23区を除いた地域と隣接する所沢市や入間市などの自治体においても、これまで以

上に格差が拡大、もしくは支給割合が逆転することになり、保育士が東京都に流出してしまうお

それがある。 

・ 令和６年 12 月の参議院予算委員会において、石破総理から「埼玉県が一番の例であるが、県

外の隣接する市町村との差、県外で隣との差が拡大することが起きることになる。そのため、自

治体を始めとする関係者の意見を聴きながら、他の社会保障制度との整合も見ながら、こども家

庭庁において成案を得ていきたいと考えている。」という答弁があった。 

・ 令和６年12月、こども家庭庁は、保育の公定価格における地域区分の見直しについて、「令和

７年４月からの見直しは実施せず、引き続き見直し方法について丁寧に議論を進めていく」とい

う方針を示している。 

・ 県内の保育団体からは、本県は地代などの経費が高いため、運営費を人件費に十分充てられな

いという意見もある。 

・ 平均所得と地域区分の関係で見ると、県内の一部市では隣接する東京都の区市と比べ平均所得

で同等もしくは上回っており、また、平均公示価格と地域区分の関係で見ると、県内の一部の市

では他県と比べ平均公示価格が高いにもかかわらず地域区分が低い状況にある。人事院勧告がそ

のまま適用された場合、このような逆転現象が解消されない不公正な地域区分になる。 

・ 公定価格には人件費が含まれているが、その割合は示されていないため、保育士給与への配分

が適切に行われているか不明確である。 

・ 保育士確保策を引き続き強力に推進し、財源については、地方に負担を転嫁することなく、国

において十分な財政措置を図ることが必要である。 
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２ 保育料の完全無償化の早期実現 

 
要望先 ：こども家庭庁、文部科学省 

                           県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 現行の幼児教育・保育の無償化に伴う財源については、地方に実質的な負担が

新たに生じないよう、必要な安定財源を国の責任で確保すること。 
 
（２） 所得に関係なく、誰もが良質な保育等サービスを受けられるよう、０～２歳児

についても保育料の完全無償化を早期に実現すること。 
 
（３） 保育料の完全無償化を実現するまでの間は、現行の多子軽減制度の同時入所要

件を撤廃し、保育サービス等を利用する世帯への経済的負担を軽減すること。 
 

 
◆本県の現状・課題等 

・ 令和元年10月から、認可外保育施設を含め幼児教育無償化が実施されているが、引き続き十分

な財源措置が必要である。 

・ 保育料は、国が定める上限額の範囲内で、保護者の所得に応じて各市町村が徴収額を定めている。 

  平成27年４月に施行された「子ども・子育て支援新制度」では、保育料の多子軽減制度を設け、

認可保育所等に兄弟姉妹が同時に入所する（＝同時入所要件）場合に、最年長のこどもから順に

第２子の保育料が半額、第３子以降は無償としているが、小学生以上の兄弟がいる場合はこの軽

減制度に当てはまらない。 

・ 東京都が令和５年10月より０～２歳児の保育料を無償化しており、さらに令和７年９月から第

１子についても保育料を無償化する予定である。 
 
◆参考 

 ○現行の国多子軽減制度と本県の事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※現在、本県では、満３歳未満で第３子以降の保育料を無償化する事業を実施している。 

 ※同時入所要件が撤廃されれば、兄弟姉妹の年齢に関わらず、第２子の保護者負担は半額となり、

第３子以降は無償化される。  
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３ 朝のこどもの居場所づくり（朝の小１の壁の解消）【新規】 

 
要望先 ：こども家庭庁 

                     県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

 こどもの小学校入学に際して、保育所の預かり開始時間と小学校の登校時間の差によ

り保護者等が仕事等を変更せざるを得ない状況になること、いわゆる「朝の小１の壁」

を解消するため、市町村が小学校開始前の朝の時間にこどもを預かる場を設置する場合

の整備費及び運営費に対し、放課後児童健全育成事業の補助制度を踏まえ、事業が継続

的に実施できるよう財政措置を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県が、令和６年９月～10月にかけて実施した、県内の小１・小４の全ての保護者を対象とし

たアンケート（回答者：約28,000人）によると、「朝の小１の壁」のために転職や退職、勤務時間

等の調整など、仕事や働き方を変更した保護者が約２割で、その半数はこどもが小学校に入学す

る前に変更をしている。 

・ 就労先において子育てしやすい職場環境を整えることが重要な課題である一方、勤務形態（シ

フト制など）や職位職責などにより、職場環境を整えるだけでは「朝の小１の壁」に対応できな

い場合がある。 

・ 実際に、朝、保護者がこどもよりも先に家を出る家庭が約５％で、こどもの登校時間まで保護

者が家にいない事例が少なからず生じている。 

・ このような点を踏まえ、本県では、令和７年度から「朝のこどもの居場所づくり」のモデル事業

を実施する市町村に対して、県単独事業で補助を実施し、モデル事業の効果検証、課題整理等を

行う。 

・ 朝、保護者がこどもよりも先に家を出なければならない家庭のこどもにとって、「朝のこどもの

居場所」の存在が、安心・安全に過ごせる環境の確保やこどもの健全な育成に資すると考える。 

・ また、保護者にとって、こどもの小学校入学後も働き続けやすい環境が整えられることにより、

保護者自身のキャリアはもとより、昨今の人材不足についても解消の一助になるものと考える。 

・ これらの点は、本県のみならず、全国的な課題であり、今後県内全域で本格的に事業を実施し

ていくに当たり、国として財政措置を行うべきであると考える。 

・ なお、令和６年９月にこども家庭庁が「小学校の長期休業中におけるこどもの居場所に関する

調査研究」を実施した。当該調査の中で、朝の居場所づくりの保護者ニーズの調査も行い、「学校

がある日の朝の自宅以外の居場所」の利用希望は約３割と、一定数のニーズがあることが判明し

た。 
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４ 放課後児童健全育成事業の充実 

 
要望先 ：こども家庭庁 

                                 県担当課：こども支援課 
 

◆提案・要望 

（１） 待機児童や対象学年の拡大に対応した量の拡充、適正規模の支援単位への移行

促進、従事者の処遇改善及び研修の着実な実施を図れるよう、運営費及び整備費

補助等において十分な財政措置を行うこと。物価高騰分についても、補助基準額

に確実に反映する若しくは別途補助を行う等、しっかりと対策を講じること。 
 
（２） 放課後児童クラブの定員増につながる、余裕教室などの既存施設を活用した改

修整備に対する補助負担割合について、国庫負担割合の嵩上げ措置を実施し、現

行の国：県：市町村＝１／３：１／３：１／３から、国：県：市町村＝２／３： 

   １／６：１／６へ変更すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、令和６年５月時点で2,112か所の放課後児童クラブで児童の受入れを進める一方、

令和６年５月の待機児童数 2,132 人は全国２位の水準である。クラブ数は令和４年 1,967 か所、

令和５年 2,015 か所、令和６年 2,112 か所と増加しているものの、待機児童は解消しておらず、

更なるクラブの整備が不可欠である。 

・ また、国基準では、児童の集団活動の規模（支援単位）は、おおむね 40 人以下とされている

が、本県ではまだ多くのクラブが 40人を超える規模となっており、適正規模の支援単位への移行

を強力に促進する必要がある。 

・ 本県では、平成30年９月に厚生労働省及び文部科学省が連名で策定した「新・放課後子ども総

合プラン」を引き継いだ「放課後児童対策パッケージ2025」に基づき、学校施設を積極的に活用

したクラブ整備を進めている。 

  クラブの新設整備に当たっては、平成28年度から国庫負担割合の嵩上げが行われ、市町村の負

担が軽減されているが、余裕教室など既存施設を活用したクラブの改修整備については、嵩上げ

されていない（国・県・市町村＝１／３ずつ）。 

・ 国庫補助事業として、放課後児童支援員等処遇改善等事業、キャリアアップ処遇改善事業、放

課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金改善）などが創設されているが、適正規

模の支援単位に移行するためには、新たな施設整備と従事者の確保が必要であり、より一層、整

備費補助及び処遇改善事業等の拡充が必要である。 

・ 本県では、県単独事業として運営費や整備費の上乗せを行っているが、待機児童の解消及び適

正規模での実施のために、国における補助の拡充が不可欠である。 

・ なお、令和５年度に最終年度を迎えた「新・放課後子ども総合プラン」について、こども家庭

庁及び文部科学省連名で、令和５年12月に「放課後児童対策パッケージ」、令和６年12月に「放

課後児童対策パッケージ2025」が発出され、予算・運用等の両面から集中的に取り組むべき対策

が示されたため、引き続き新設整備の国庫負担割合の嵩上げ措置の動向等を注視する必要がある。 

・ 令和６年度補正予算において放課後児童クラブの新設整備（ハード整備）のみ、国庫負担割合

（２／３→５／６）の嵩上げ措置が実施された。 
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・ また、原油価格・物価高騰について、令和６年度は光熱費の価格高騰に対応するため、物価高

騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用できることとなっていたが、放課後児童クラブの安定

的な運営を図るため、補助基準額に反映する必要がある。 

 

◆参考 

 ○本県における放課後児童クラブ利用児童数及び待機児童数（各年度５月１日現在＊） 

年  度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度  
利用児童数（人） 70,162 72,447 75,511 79,017 82,787 

待機児童数（人） 1,665 1,230 1,554 1,881 2,132 

    ＊令和２年度は７月１日現在 
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５ 教育相談体制の強化に伴う財政上の措置 

 
                                  要望先  ：文部科学省 

                         県担当課：生徒指導課 
 

◆提案・要望 

（１） 小・中学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーに

ついては、配置日数や勤務時間を増やすことができるよう、財政支援の拡充を図

ること。 
 
（２） 高等学校・特別支援学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャ

ルワーカーについては、全校配置ができるよう、財政支援の拡充を図ること。 
 
（３） スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化を進めること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ いじめ防止対策推進法、教育機会確保法の施行により、国及び地方公共団体は、心理、福祉等

に関する専門的知識を有する者であって教育相談に応じる者の確保が求められている。 

・ 本県の公立小・中・高・特別支援学校における令和５年度のいじめの認知件数は 36,031 件

（34,993件）、不登校児童生徒については、小学校5,958人（4,395人）、中学校10,833人（9,715人）、

高等学校3,302人（2,804人）で増加傾向にある（カッコ内は令和４年度の数）。 

・ こうした状況に対応するため、児童生徒及び保護者に対して、学級担任を中心に管理職や養護

教諭、またスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの職員が連携し、組織とし

て適切な支援を実施する必要がある。 

・ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーといった心理・福祉の専門的な知識を有

する職員は、児童生徒の抱える悩みや課題が複雑化する中、適切な支援を実施する上で重要な役

割を果たしている。 

・ しかしながら、国によるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置に対す

る補助事業では、重点配置により勤務時間が加算されるところであるが、学校で必要とされる配

置日数や勤務時間に比して不足しており、十分な配置が困難であるとともに、国の補助率が３分

の１に留まるため、都道府県の負担が大きくなっている。 

・ また、国による補助事業の対象は小学校及び中学校に配置する者が中心となっており、高等学

校や特別支援学校に配置する者に対する補助事業や地方交付税が十分に措置されていないため、

高等学校や特別支援学校におけるスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配

置が困難である。 

・ 現在、国において、スクールカウンセラーなどの常勤化に向けた検討が行われているが、地方

自治体にとって有効に活用されるものとなるよう、更に検討を進めてもらう必要がある。 

・ なお、常勤職員としての配置を行う際には、国が、いわゆる標準法において教職員定数として

算定するべきである。 
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６ ＧＩＧＡスクール構想等の推進【一部新規】 

 
                    要望先 ：文部科学省 

                    県担当課：学事課、ＩＣＴ教育推進課、教育局財務課 
 

◆提案・要望 

（１） ＧＩＧＡスクール構想により推進された学習者用端末について、高等学校につ

いても小中学校等と同様の支援を講じること。 
 
（２） 児童生徒が学校外で学習者用端末を活用する際の通信費について、十分な財政

措置を行うこと。 
 
（３） 学校のネットワーク環境の維持・更新に係る十分な財政措置を講じること。 
 
（４） ＩＣＴ支援員をはじめとする学校現場を支援する体制の整備について、十分な

財政措置を講じること。 
 
（５） 高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）について、令和８年度以降に

ついても継続的に財政措置を講じること。 
 
（６） 私立学校における教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、ＩＣＴ活用授業

のノウハウの習得や外部人材による技術的支援等に係る経費に対する財政的支援

を拡充すること。 
 
（７） 私立学校の端末の購入・更新に対する支援やネットワーク環境の向上等ＩＣＴ

環境の整備についても、補助率の嵩上げや補助上限の拡大等を通じた安定的な財

政措置を拡充すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ ＧＩＧＡスクール構想により整備された義務教育段階における児童生徒の１人１台端末につい

ては、文部科学省の令和５年度補正予算において県に基金を造成し、当面の端末更新等に要する

経費の３分の２を補助するための予算が計上された。一方、高等学校段階においては経費の３分

の１相当について交付税措置がされているものの、当該基金の原資である国庫補助金の対象外と

なっている。ＧＩＧＡスクール構想は、国が全国的に進めているものであり、高等学校段階にお

いても義務教育段階と同様の支援がなされるべきものと考える。 

・ 放課後や校外学習での活用等を見据えた学校外の学びの通信環境は、今後、デジタル教科書の

導入や自宅でのオンライン学習など学校外での学習者用端末の更なる活用が見込まれることか

ら、その通信費について恒久的で十分な財政措置が必要である。 

・ 学校のネットワーク環境においては、「学校のＩＣＴ環境整備３か年計画（2025～2027年度）」

を踏まえた交付税措置がなされているが、機器の耐用年数、通信量の増加、情報セキュリティ対

策を踏まえ、維持・更新にかかる継続的かつ十分な財政措置が必要である。 

・ 端末の安定的な運用を支援するヘルプデスク業務やネットワークトラブル対応等は、端末利活

用が定着して以降も必ず発生する基盤的業務である。ＩＣＴ支援員をはじめとする学校現場を支

援する体制の整備について、十分な財政措置が必要である。 
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・ 令和５年度補正予算により高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）について財政措

置がなされ、令和６年度補正予算により採択校の拡大が図られた。デジタル人材の育成は一朝一

夕にできるものではなく、継続的に行うために、令和８年度以降についても財政措置が必要であ

る。 

・ 私立学校におけるＩＣＴ環境は学校ごとに異なり、ハードやソフトの仕様も様々であるため、

それぞれの私立学校の実情に応じたオーダーメイドでのサポートを受けられるようにすること

が効果的である。既存の経常費補助における教育改革推進特別経費の加算を含め、外部人材によ

る技術的支援やＩＣＴを活用した授業に関するノウハウの習得など教員のＩＣＴを活用した指

導力の向上を図ることができるよう、引き続き国による財政的支援の拡充が必要である。また、

端末の購入・更新に対する支援やネットワーク環境の向上等ＩＣＴ環境の整備についても、各学

校の負担が大きいため、財政的支援の拡充が必要である。 
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７ 児童養護施設等の職員配置基準及び措置費等の見直し 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                 県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

＜児童養護施設等の措置費算定上の職員配置基準の見直し＞ 

（１） 児童養護施設の直接処遇職員(児童指導員・保育士)配置基準を就学児以上では

３：１とすること。 
 

（２） 児童養護施設の個別対応職員は、施設規模に応じた複数配置とすること。 
 

（３） 児童養護施設の定員規模や地域分散化、ファミリーホームの設置等の実情に応

じ、事務員を複数配置とすること。 
 

（４） 児童心理治療施設の心理療法担当職員の職員配置基準を５：１とすること。 
 

（５） 児童自立支援施設及び母子生活支援施設において看護師の配置を設定すること。 
 
（６） 母子生活支援施設の母子支援員及び少年指導員の職員配置基準を５：１とする

こと。 
 

（７） 母子生活支援施設の心理療法担当職員及び個別対応職員を常勤とし、職員配置

基準を10：１とすること。 
 

（８） 自立援助ホームにおいて、心理的なサポートを行うため、心理療法担当職員の

配置基準を設定すること。 
 

（９） 児童養護施設の本園の小規模グループケアについては、分園と同様に最大３名

の職員加配を認めること。 
 

（10） 児童養護施設等に付属する一時保護所の専任職員（児童指導員又は保育士）の配

置を３名とすること。 
 

（11） 母子生活支援施設において、事務職員を専任で配置すること。 
 

（12） 母子生活支援施設においても家庭支援専門相談員の加算配置を対象とすること。 
 

（13） 自立援助ホームに事務員（非常勤）を配置すること。 
 

＜措置費の見直し＞ 

（１） 児童養護施設等の養育の担い手である職員の過重な就労実態を改善するため、

措置費の人件費部分について更なる改善を進めること。 
 

（２） 児童養護施設等の安定的運営を図るため、物価高騰分を措置費に確実に反映す

るなど、十分な対策を講じること。 
 

（３） 児童養護施設では知的障害や発達障害を抱える児童が年々増加し、職員の負担

が増していることから、新たに「知的障害児・発達障害児受入加算費」や「特別

支援学校・学級児加算」を創設すること。 
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（４） 児童養護施設等における被虐待児受入加算費の適用期間は措置期間と同じとす

ること。 
 
（５） 乳児院においては障害児や病虚弱児の長期入所に対応するため、入所児童の年

齢に関係なく支弁される「乳児院病虚弱等児童加算費」を増額すること。 
 

（６） 母子生活施設においては、第１子妊娠中についても入所の対象とすること。 
 

（７） インフルエンザ等の感染症に対する予防接種に要する費用については、実費を

支弁すること。 
 

（８） 高校生の部活動、学習塾等に要する費用の実費を支援すること。 
 

（９） 大学進学等自立生活支度費の更なる充実を図ること。 
 

（10） 特別支援学校高等部及び母子生活支援施設に入所する高校生について、特別育

成費の全ての項目について支弁すること。 
 

（11） 資格取得費については全児童を対象とし、複数回の支弁を可能とすること。 
 

（12） 自立援助ホームにおいても受診券の発行の対象とすること。 
 

＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

（１） 医療的ケアが必要な児童等の円滑な受入を促進するため、乳児院において複数

の看護師を配置できるよう補助を拡充すること。 
 

＜次世代育成支援対策施設整備交付金の見直し＞ 

（１） 児童福祉施設等の施設整備を推進するため、次世代育成支援対策施設整備交付

金は、建設資材等高騰分及び人件費高騰分を適切に反映するなど実態に即したも

のとすること。 
 

＜児童虐待防止対策等総合支援事業（一時保護機能強化事業）の見直し＞ 

（１） 一時保護施設入所児童等の原籍校への通学支援を推進するため、タクシー等

多様な送迎手段の利用ができるよう補助基準額を引き上げること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

＜児童養護施設等の措置費算定基準上の職員配置基準の見直し＞ 

 ・ 児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び母子生活支援施設では、虐待やＤ

Ｖを受け心に深い傷を持つ児童等の入所が増え、個別的できめ細かな処遇が求められている。 

   また、知的障害や発達障害、精神障害のある児童等の入所により、専門的な知識・技術、適

切な心理的ケア及び医療的ケアが求められている。 

 ・ 職員の配置基準は、児童入所施設措置費等国庫負担金（措置費）交付要綱（平成11年４月30

日厚生省発児第86号厚生事務次官通知）で見直しが行われたものの、十分な見直しには至って

おらず、現場の実態とは乖離し職員の負担が限界に達している。 
 

＜措置費の見直し＞ 

 ・ 児童養護施設や乳児院は被虐待や知的障害などの問題を抱えるこどもが増えており、職員の

負担が増加している。そのため、職員の更なる処遇改善が必要である。 
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＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

 ・ 乳児院において重度の心身障害がある医療的ケアが必要な乳児が措置された場合、24時間体

制で医療を提供する必要があるが、現在の措置費の人員配置では対応できないため、医療機関

等連携強化事業において看護師１名分の人件費を補助（国２分の１）している。 

 ・ 本県では同一法人内に医療機関を運営している乳児院が常に４人程度受け入れており、引き

続き円滑な受入を促進するためには、複数の看護師を配置する必要がある。 
 
＜次世代育成支援対策施設整備交付金の見直し＞ 

・ 児童養護施設等の整備については、物価高騰による建設資材高騰及び人件費高騰により、工

事契約における入札不調が増加している。設置主体者の負担が大幅に増加しているため、交付

基礎点数の見直しを行う必要がある。 
 

＜児童虐待防止対策等総合支援事業（一時保護機能強化事業）の見直し＞ 

・ 一時保護施設入所児童等の通学支援については、一時保護機能強化事業（一時保護委託付添

協力員）により会計年度任用職員を配置し、公用車を利用した送迎を実施しているが、１度に

送迎できる児童数は２名程度が限界である。一時保護施設等職員が不足する中、より多くの児

童が通学できるよう、タクシー等多様な送迎手段の活用が必要である。 

 

◆参考 

＜児童養護施設等の措置費算定基準上の職員配置基準の見直し＞ 

 ○児童養護施設等の職員配置基準 

施設種別 職  種 予算上の職員配置基準 

→ 

要望 

児童養護施設 

児童指導員・保育士 

２歳未満児 1.3：１ － 

２歳～３歳未満児 ２：１ － 

年少児 ３：１ － 

就学児以上 ４：１ ３：１ 

一時保護所 ３：１ ２：１ 

個別対応職員 各施設１人 複数配置 

事務職員 各施設１人 複数配置 

児童心理治療施設 心理療法担当職員 10：１ ５：１ 

児童自立支援施設 看護師 － １人 

母子生活支援施設 

母子支援員 20世帯以上30世帯未満３人 
５：１ 

少年指導員 20世帯以上30世帯未満２人 

心理療法担当職員 各施設１人 
10：１ 

個別対応職員 各施設１人 

事務職員 少年指導員と兼任 専任 

看護師 － １人 

家庭支援専門相談員 － 加算配置 

自立援助ホーム 
心理療法担当職員 －  １人 

事務職員 － 
 １人 

（非常勤） 

 

・ ケアニーズが高いこどもは地域小規模施設ではなく、本園で生活することが想定される。 

 そのため、本園施設は地域小規模施設と同等以上に手厚い職員体制にしていく必要がある。 
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＜乳児院等多機能化推進事業（医療機関等連携強化事業）の見直し＞ 

 ○県内の児童養護施設及び乳児院の被虐待児童等入所割合（令和２年３月１日現在） 
 

 

 

 

   ※ 社会的養護の現況調査に基づく。さいたま市を含む。令和２年度の調査から項目削除。 

 

 

 ○県内の児童養護施設の療育手帳所持者及び特別支援学級児数等の推移 

 令和元年 令和２年 令和３年 

  

療育手帳所持者 125名（9.89％） 139名（10.95％） 120名（9.80％） 

特別支援学級児（小学生） 79名（6.25％） 103名（ 8.12％） 85名（6.94％） 

特別支援学級児（中学生） 68名（5.38％）  57名（ 4.49％）  58名（4.73％） 

特別支援学校通学児（中・高） 85名（6.72％）  87名（ 6.86％）  84名（6.86％） 

※（ ）内は各年度４月１日現在の児童現員数に占める割合  

【令和元年度現員数1,264名、令和２年度現員数1,269名、令和３年度現員数1,225名】 

   ※ 社会的養護の現況調査に基づく。さいたま市を含む。令和２年度の調査から項目削除。 

  

施設種別 被虐待 知的障害 発達障害 

児童養護施設 63.8％ 13.5％ 16.4％ 

乳児院 42.1％ 10.9％  1.6％ 
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８ 児童福祉司・児童心理司や乳児院・児童養護施設等の人材確保 

 
                                要望先 ：こども家庭庁 

                                県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 増加する児童虐待通告に対応する児童相談所の職員（児童福祉司・児童心理司

等）や乳児院・児童養護施設等の職員が確保できるよう、資格取得が可能な社会

福祉・心理等の学部・学科の定員増など資格取得者の増加を図ること。 
 
（２） 児童相談所や児童福祉施設等に就職する者に対する支援制度（就職準備資金貸

付、奨学金返済支援、宿舎借上げ補助など）を創設すること。 
 
（３） 児童養護施設等の職員が、必要とされる知識の習得や支援スキルの向上の機会

を職員の労働環境に依らず十分に得られるような仕組みの構築を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童相談所職員（児童福祉司・児童心理司）としての配置を想定している福祉職・心理職や乳

児院・児童養護施設等の職員について、能力・適性のある人材の確保が難しくなっている。 

 

◆参考 

 ○必要増員数 

 

 

 
 

                   ※児童虐待相談対応件数（令和５年度）から算出 

 

 ○児童養護施設職員数（児童指導員、保育士等） 

  令和６年４月１日現在 常勤861人・非常勤136人（埼玉県児童福祉施設協議会基本調査） 

  

年 度 令和７年度 配置基準※ 必要増員数 

児童福祉司 324人 391人 67人 

児童心理司 134人 191人 57人 
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９ 市町村の児童虐待対応体制の強化 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                  県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 市町村において、急増する児童虐待相談等に適切に対応できる体制を整備する

ため、要保護児童対策地域協議会に係る専門職の配置基準を定めるとともに、必

要な財源を十分に確保すること。 
 
（２） こども家庭センターの設置に十分対応できる体制を整備するために必要な財源

の更なる充実を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童福祉法第10条第４項では、市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制

の整備に努めるとともに、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上に努めなければ

ならないとされている。 

・ 同条第５項では、国は市町村における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を

行うように努めなければならないとされているが、具体的な専門職の配置基準や必要な財源措置

が明確化されていない。 

・ 平成 28 年６月の児童福祉法改正により、要保護児童対策地域協議会に専門職の配置とその研

修が義務付けられた（平成29年４月１日施行）が、専門職の配置については必要な財源の手当て

が明確にされていない。 

・ 令和４年６月の児童福祉法改正により、市町村におけるこども家庭センターの設置が努力義務

となり、新たにサポートプランの策定や担い手の確保等地域資源の開拓などの業務が付加された。 

・ 統括支援員の配置、サポートプランの作成支援員（非常勤）及び地域資源開拓コーディネータ

ー（非常勤）の配置に対する補助金は創設されたが、それに伴う事務量の増加に対応する市町村

職員の体制整備に必要な財源措置が明確化されていない。 
 

◆参考 

 ○児童福祉法 

  第10条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

   一～四 略 

  ２・３  略 

  ４ 市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体制の整備に努めるとともに、

当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

  ５ 国は、市町村における前項の体制の整備及び措置の実施に関し、必要な支援を行うように

努めなければならない。 
 

 ○交付税措置  

  人口10万人当たり 

   ①児童福祉費のうち児童福祉共通費４人（このうち児童相談担当の職員の人数は不明） 

   ②子ども家庭総合支援拠点の職員１名（令和元年度から） 

    要保護児童対策地域協議会調整機関調整担当者１名（令和元年度から） 
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10 中核市における児童相談所の設置の促進 

 
                                要望先 ：こども家庭庁 

                                県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

 中核市が児童相談所を設置しやすくなるよう、人材確保・育成支援や施設整備への支 

援など設置に係る支援その他の必要な措置の更なる充実を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 児童虐待発生時の迅速・的確な対応を可能とするため、令和元年６月に改正された児童福祉法

（令和２年４月１日施行）の附則において、「政府は、施行後５年間を目途に、中核市及び特別区

が児童相談所を設置できるよう、施設整備、人材確保・育成の支援等の措置を講ずるものとする。」

とされた。 

・ 中核市は自ら児童相談所を設置することで、母子保健や学校現場との緊密な連携等により、児

童に対するよりきめ細やかな支援が可能となる。 

・ 本県には川越市、越谷市、川口市３市の中核市があるが、改正児童福祉法において目途とされ

た令和６年度末においても、施設運営等の財政負担が大きいこと、人材確保が困難であることな

どから、いずれの市も設置の予定はない。 

 

◆参考 

 ○全国の状況 

   62の中核市のうち 

   ・設置済       ４市（横須賀市、金沢市、明石市、奈良市） 

   ・設置予定      10市（宇都宮市、高崎市、船橋市、柏市、豊中市、枚方市、 

東大阪市、尼崎市、宮崎市、鹿児島市） 

   ・設置の方向で検討中 ３市（豊橋市、姫路市、西宮市） 

                                〔R6.4こども家庭庁調査〕 

 

○一時保護所の整備費（次世代育成支援施設整備交付金）（負担割合：国１／２・市１／２） 

  補助単価540万円／人（令和元年度） → 約1,271万円／人（令和２年度） 

 

 ○児童相談所・一時保護所の財政措置 整備費の５割（令和元年度）→約７割（令和２年度） 

 

 

  
施設整備事業（一般財源化分） 

（充当率100%、交付税措置率 70%） 
一般単独事業 

（充当率75%） 
一般 
財源 

施設整備事業（一般財源化分） 
（充当率100%、交付税措置率 70%） 

一般単独事業 
（充当率90%、交付税措置率50%） 

一
般
財
源 

次世代育成支援施設整備交付金 
（国庫１／２） 

一般補助施設整備等事業 
（充当率90%、交付税措置率50%） 

一
般
財
源 

次世代育成支援施設整備交付金 
（国庫１／２） 一般補助施設整備等事業 

【市・区】（充当率75%） 一般財源 

一
財 

公共事業等【都道府県】 
（充当率90%、交付税措置率22.2%） 

【児童相談所】 【児童相談所一時保護所】 

令 和 
元年度 

令 和 
元年度 

令 和 
２年度 

令 和 
２年度 

※ 一般財源化前の国庫補助金相当額（事業費の1/2）の30％については、普通交付税 
 （単位費用により措置） 
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11 家庭養育優先原則の推進 

 
                                 要望先 ：こども家庭庁 

                                 県担当課：こども安全課 
 

◆提案・要望 

（１） 家庭養育優先の理念を実現するため、里親制度が広く国民に浸透するよう普及

啓発を強化するとともに、里親支援の充実を図るための財政措置を拡充すること。 
 
（２） ファミリーホームの整備を促進するため、事務費について児童養護施設等と同

様に定員払いとすること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 国の「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえ、県では令和７年３月に「埼玉県社会的養育推進

計画」を作成した。 

・ 家庭養育優先の理念の具現化に当たっては、 里親の育成や確保、 里親子を支援する体制の整

備、里親子が暮らしやすい社会全体の意識の醸成など、多くの課題がある。 

・ ビジョンを踏まえた自治体への技術的助言等に当たっては、数値目標や目標年次を優先するの

ではなく、児童の最善の利益を最優先する必要がある。 

・ また、具体的な施策（里親委託の推進、児童養護施設等の小規模化・地域分散化など）の推進

に当たっては、国の十分な財政支援が必要である。 
 

◆参考  

 ○本県の里親等委託率 

 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

里親等委託率 25.1％ 24.2％ 24.4％ 

 

 ○埼玉県社会的養育推進計画（令和７～11年度）に掲げる里親等委託率の目標値 

   現状値 24.3％（令和５年度） → 目標値 42％（令和11年度） 
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12 こども等に対する公費負担医療制度の創設 

 
                          要望先 ：こども家庭庁、厚生労働省 

                          県担当課：国保医療課 
 

◆提案・要望 

（１） 地方単独事業として全都道府県で実施されているこども及びひとり親家庭等に

対する医療費助成について、国として統一した公費負担医療制度を創設すること。 
 
（２） 18歳未満までのこどもの医療費助成の現物給付実施に伴う国民健康保険の国庫

負担金減額措置は令和６年４月に廃止されたが、ひとり親家庭等の保護者に対す

る減額措置も直ちに廃止すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ こども及びひとり親家庭等に対する医療費助成は全都道府県で実施されており、子育て家庭の

福祉の増進において大きな役割を果たしている。 

・ 一方、この制度は地方単独事業であるため、各都道府県で受給者の基準や受給内容が異なって

おり、制度に不均衡が生じている。 

・ また、市町村が現物給付を行う場合、こどもを対象とする医療費助成については、令和６年４

月に減額調整措置が廃止されたが、ひとり親家庭等の保護者を対象とする医療費助成については、

減額措置が継続されている。 

 

◆参考 

 ○本県のこども及びひとり親家庭等医療費の助成状況 
 

   こども医療費の助成状況 ひとり親家庭等医療費の助成状況 

医療費支給対象 
通院＝小３まで 

入院＝中３まで 

 
母子・父子家庭の児童及びその保護者 

両親のいない児童及びその保護者 

医療費支給方法 

現物給付 

（県内医療機関受診分のみ） 

償還払い 

（令和５年１月～こどもの一部につい 

て県内医療機関受診分のみ現物給付） 

令和７年度予算           4,373,532千円
 

          1,190,937千円 

令和５年度実績 

受給対象者数      252,040人 

支 給 件 数    5,136,671件 

市町村支給額     6,058,043千円 

事業費県補助     2,968,761千円 

受給対象者数        84,947人 

支 給 件 数     1,174,371件 

市町村支給額     2,677,829千円 

事業費県補助     1,166,043千円 
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13 物価高騰状況下における学校給食の適切な実施の確保 

 
                              要望先 ：文部科学省 

                              県担当課：学事課、保健体育課 
 

◆提案・要望 

（１） 物価高騰が長期間に亘る場合、学校給食に係る保護者等の負担増を回避できる

よう、国の責任で財源を含め具体的な施策を示すこと。 
 
（２） 学校給食費における地域間格差をなくすため、国において示された「給食無償

化」に関する課題の整理も踏まえた具体的な方策を速やかに示すこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 学校給食の実施に要する経費の負担については、学校給食法等で施設・設備に要する経費及び

職員の人件費、光熱水費は学校の設置者が負担し、食材費は保護者等の負担とされている。 

・ 学校給食費の補助や無償化については、学校の設置者が法の趣旨を踏まえ自主的に判断ができ

るものとなっている。 

・ 令和５年12月 22日に閣議決定された「こども未来戦略」では、学校給食費の無償化の実現に

向けて、全国ベースの実態調査等を行った上で給食実施状況の違いや法制面等も含めた課題の整

理を丁寧に行い、具体的方策を検討することとしている。 

・ 令和６年６月には、国が学校給食に関する実態調査の結果を公表し、同年 12月には「給食無償

化」に関する課題の整理を公表した。 

・ 物価高騰に伴い学校給食食材の価格が高騰する中、令和６年度は一時的な措置として「物価高

騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用できることとされた。 

・ しかし、この物価高騰が長期間に亘る場合には、こうした一時的な措置ではなく、国全体とし

て保護者負担への考え方を抜本的に整理した上で、対策を講じる必要がある。 

・ 今後の物価動向が依然不透明である中、学校給食に係る保護者等の負担増を回避し、地域間格

差をなくすためには国が具体的な施策等を示す必要があるが、依然示されていない。 

・ また、令和７年２月25日の教育無償化に向けた自由民主党、公明党、日本維新の会の３党合意

によると、いわゆる給食無償化について「まずは小学校を念頭に、地方の実情等を踏まえ、令和

８年度に実現する。その上で中学校への拡大についても、できる限り速やかに実現する」ことと

されているが、具体的な方策については示されていない。 
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更なるＤＸの推進による県民サービスと生産性の向上  

１ 自治体ＤＸの推進【一部新規】 

 
                  要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省 

                  県担当課：行政・デジタル改革課、情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 情報システム標準化の特定移行支援事例について、県及び市町村の現状を把握

した上でそれぞれの状況を踏まえた適切な移行期限を設定すること。また、移行

が令和７年度以降になった自治体についても、移行経費に対する財政支援を確実

に措置するとともに、移行時期が遅れたことに伴い住民サービスの低下などの不

利益が生じないように配慮すること。 
 
（２） 情報システム標準化の円滑な移行を実現するためには、現在の補助金上限額で

も、システム移行を十分カバーできないことから、引き続き必要な財政支援措置

を講ずること。また、標準化移行後の運用経費の増額分は、普通交付税で措置さ

れることとなったが、自治体にとって十分でない可能性がある。さらに、移行期

限を遵守した先行自治体は、ボリュームディスカウント効果の恩恵を受けられな

いため、運用コストが高くなるおそれがある。自治体の運用費用負担を軽減する

ため、各自治体の状況に応じた確実な財政支援措置を講ずること。さらに、ガバ

メントクラウドのサービス事業者（ＣＳＰ）の責めにより損害が発生した場合で

も、各自治体が安心して利活用できる環境を引き続き検討し整備すること。 
 
（３） 新たなデジタル基盤などを構築、維持、拡大するに当たり、膨大なイニシャルコ

ストやランニングコストが課題となるため、ＤＸの財源とすることが可能な財政

的支援を継続的に行うとともに、更新期における財政措置も考慮すること。 
 
（４） 生成ＡＩやメタバース等のデジタル技術を活用した自治体事務の高度化・効率

化及び地域課題を解決する取組について、先駆的に実施する自治体に負担が集中

せず、かつ各自治体への横展開を促進する技術的・財政的な支援を継続的に実施

すること。また、多くの自治体で取組が進むよう、支援対象となる要件の緩和や

自治体負担の軽減など弾力的な運用を図ること。 
 
（５） 行政手続のオンライン化を促進するため、地方からの要望・意見を十分に取り

入れ、オンライン化の阻害要因となっている法令等の見直しを行うこと。 
 
（６） 地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の推進について、人件費等が

自治体の負担とならないよう、民間人材の給与水準等を参考に適切な財政措置を

講ずること。また、必要となるスキル基準等を定め、Ｊ－ＬＩＳや自治大学校で

デジタル人材育成向けのラーニングパス等を設計するとともに、体系的に学修で

きる履修コースをさらに拡充すること。 
 
（７） 令和８年９月までに市町村の公金納付に係るｅＬＴＡＸ活用を確実に実現する

ため、必要な財政措置などの支援を行うこと。また、ｅＬＴＡＸ活用が実現する
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までの間、独自のキャッシュレスサービスに取り組む市町村に対しても、財政措

置等で積極的に支援を行うこと。 
 
◆本県の現状・課題等 

・ 国は、基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が令和７年度までにガバメントク

ラウド上に構築された標準準拠システムへ移行できるよう、その環境を整備することとしている。 

・ 令和６年12月に「地方公共団体情報システム標準化基本方針」を改正したが、令和８年度以降

に移行するシステムの取扱いや財政措置等についてさらなる改善が必要である。また、移行経費

の補助も上限が設定され、市町村の見積額に比べ十分ではないため、更なる財政支援措置が必要

である。 

・ ガバメントクラウド移行に伴う運用経費の増額分は普通交付税で措置されることとなったが、

算定に用いる単位費用や補正係数の設定によっては不足が生じるおそれがある。 

・ デジタル手続法でデジタル化の基本原則としている「デジタルファースト」「ワンスオンリー」

「コネクテッド・ワンストップ」を実現するためには、県民や県内事業者向けの新たな基盤の構

築が必要となる。特に、更なる行政サービスの向上に向けては、デジタル社会の基盤となる官民

データの連携が重要であり、現在国が整備を進めているベース・レジストリとの連携基盤の構築

が急務であると考える。 

・ 自治体のＤＸに関わる投資を早期にかつ強力に推進することが重要だが、自治体にとって膨大

なイニシャルコストやランニングコストが課題となる。 

・ 多様な県民ニーズに対応すべく、自治体事務の高度化・効率化及び地域課題を解決する取組を

進めるためには、生成ＡＩやメタバースなどの先進的なデジタル技術の活用が必要となる。 

・ 自治体においては、新たなデジタル技術の導入意向はあるものの、経費負担が足かせとなり、

本格導入する以前に試行的な導入ですら対応できない事例も多い。 

・ 令和６年度にデジタル田園都市国家構想交付金から発展改組された新しい地方経済・生活環境

創生交付金においても、自治体で既に導入されている優良事例の横展開に対応しているものの、

地域でのコンソーシアムの形成、産官学金労言等の意見を踏まえた効果検証といった要件や煩雑

な実施計画書の提出など、申請に向けては一定のハードルが引き続き存在するため、条件の緩和

が求められる。 

・ 令和７年度に創設された「デジタル活用推進事業債」では、住民サービスの提供に必要なシ

ステム導入のイニシャルコストに幅広く活用が可能となるなど、一定の措置がなされたものの、

ランニングコストやシステム更新時の費用が対象になっていない。 

・ 国の法令等で書面による申請書類の提出や許可証等の交付を義務付けている手続が残っている

ことから、こうした法令等の見直しを早急に進める必要がある。 

・ 市町村支援デジタル人材確保に係る普通交付税措置の単価は、民間のデジタル人材の給与水準

と比べ著しく低く、実際に支払う給与との差額を一般財源から充当せざるを得ない。 

・ 令和６年度からＪ－ＬＩＳにおいて教育研修受講モデルが示されたが、簡易的な内容であるこ

とから、自治体に対して、デジタル人材の育成・確保の推進を求めるのであれば、より充実した

内容の研修体系の明示や整備が不可欠である。 

・ 地方自治体が収入する公金については、令和８年９月までにｅＬＴＡＸを活用する方法で収納

する方針が国から示されているが、国からの財政支援がないと市町村には対応できない状況にあ

る。また、ｅＬＴＡＸ活用が実現するまでの間、独自のキャッシュレスサービスを実施している

市町村には特段の支援がなく、行政ＤＸの推進にはこうした自治体への支援が必要である。 
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２ 自治体ＤＸの推進に伴うセキュリティの確保 

 
                         要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省 

                         県担当課：情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 激化するサイバー攻撃への対応には、端末におけるセキュリティ対策の負担が

増えることから、対策に必要な財政措置を講じること。 
 
（２） 自治体職員のリテラシー向上、専門的知識を有する人材の確保・育成などの施

策の強化及び財政措置を講じること。 
 
（３） エンドポイント・セキュリティを含むゼロトラストアーキテクチャーについて

は、その基準や規格について国が一定の見解を示すこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ ＤＸの進展に伴い、効率的かつ効果的な業務運営を行うため、クラウドサービスの活用やテレ

ワークの推進が求められている。政府がクラウドバイデフォルトの原則に基づき、システムの標

準化や共通のクラウド基盤を整備することが前提ではあるが、それと同時に、地方自治法で求め

られるサイバー攻撃等に対する必要な措置を講じなければならない。 

・ さらに、テレワークの推進により、時間や場所にとらわれない働き方が進むとエンドポイント

のセキュリティ対策が重要となる。このため、サーバー及び端末のセキュリティ対策、職員のリ

テラシー向上、専門人材の確保等に要する経費の増大が見込まれる。 

・ デジタル社会の実現に向けた重点計画では、現行のいわゆる「三層の対策」について、将来的

には、政府情報システムと歩調を合わせつつ、ゼロトラストアーキテクチャーの考えに基づくネ

ットワーク構成への検討を求められている。 
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３ インフラ建設ＤＸの推進に関する支援 

 
                   要望先 ：デジタル庁、経済産業省、国土交通省 

                   県担当課：県土整備政策課、道路環境課、河川環境課 
 

◆提案・要望 

（１） ３Ｄデータの継続的な取得及びインフラデータの効率的な利活用のために必要な

財源確保とインフラメンテナンスの高度化に向けた取組を推進すること。 
 
（２） ＩＣＴ活用工事を通じて、中小企業へデジタル技術を普及促進するため、財政

支援や知識習得に関する技術支援を継続・拡充すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

  本県では、令和６年４月より「第２期埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画」に

移行し、更なるＤＸの推進に取り組んでいる。インフラ建設分野においても、ＩＣＴ活用工事や

情報共有システム等の既存事業の推進を始め、ＧＩＳや電子納品保管管理システム等のインフラ

データを利活用するための基盤の整備に取り組んでいる。今後、これらの基盤を安定的に運用し

てＤＸを推進していくためには、以下の課題があることから、上記事項について要望する。 
 

＜３Ｄデータの取得及びインフラデータの利活用＞ 

・ 本県では、県管理道路・河川及び山間部の３Ｄ測量を進めており、取得した３Ｄデータを含めた

インフラデータを利活用するための環境整備（高性能ＰＣやＧＩＳの整備等）にも取り組んでいる。 

・ しかしながら、継続的なデータの取得、データを利活用するための基盤を運用していくための

安定的な財源の確保が課題となっている。 
 

＜インフラメンテナンスの高度化＞ 

・ 八潮道路陥没事故の事案を踏まえて、より効率的・効果的で適切なインフラの管理を実現する

ための技術開発や地下インフラのデータベース化を推進すること。 
 

＜ＩＣＴ活用工事の普及促進＞ 

・ 本県では、平成28年度からＩＣＴ活用工事を実施し、年々、着実に実施件数が増えてきてい

るところであるが、受注者希望型発注の実施率は、ＩＣＴ土工でも約６割にとどまっており、

更なる普及促進が課題となっている。 

・ 受注者がＩＣＴ活用工事を実施しない理由として、「高額なＩＣＴ建機や測量機器、３Ｄデータ

を扱うための高性能ＰＣやソフト等の導入費用」が依然として多く挙がっており、普及が進むま

での当面の間、ＩＣＴ建機や測量機器等の調達に当たっての助成制度の継続が必要である。 

・ さらに、本県の建設工事を担う中小企業では、建設労働者の高齢化も進む中、ＩＣＴ活用工事

の実施に必要な知識の習得が依然として課題となっており、支援の継続が必要である。 
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◆参考 

 ○本県における建設生産プロセスの変革イメージ 
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４ 社会保障・税番号制度への確実な対応 

 
                         要望先 ：内閣官房、デジタル庁、総務省 

                                                   県担当課：情報システム戦略課 
 

◆提案・要望 

（１） 社会保障・税番号制度は国家的な社会基盤であることから、セキュリティ強化

対策や今後の制度改正に伴うシステム改修の費用はもとより、マイナポータルへ

の連携や中間サーバーの維持管理、さらにはマイナンバーカードの普及に不可欠

な交付事務費等、マイナンバー制度の運用に伴い不可避的に生じる経費について、

地方公共団体の負担とならないよう十分な財政措置を講じること。 
 
（２） マイナンバーによる情報連携を行う業務においては、住民票関係情報から世帯

構成員を網羅的に把握できるようにするなど情報連携の対象を拡大し、添付書類

をできる限り省略できるよう、必要な法令改正、省庁間の調整も含めて国が責任

をもって対応すること。 
 
（３） マイナンバーカードについて、セキュリティや個人情報保護に対する国民の不

安を払拭するとともに、カードの具体的なメリットをわかりやすく実感できるよ

うにするため、広報等の取組をさらに強化すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 地方自治体で必要となる番号制度に係る情報システムの整備経費については、概ね国庫補助金

が手当てされているが、情報システムの運用、マイナポータルへの連携、中間サーバーの維持管

理等に要する経費や、マイナンバーカードの普及に不可欠な交付事務費等については、一部普通

地方交付税措置がなされるものの地方自治体の負担は大きい。また、今後の制度改正や対象事務

の増加による自治体の負担の増加も懸念される。 

・ マイナンバーによる情報連携では「住民票関係情報」から世帯構成員を網羅的に把握できない

など、業務の効率化や添付書類の削減につながらない業務がある。 

・ マイナンバーカードを一層普及させるには、国民の一部に根強く残っているセキュリティや個

人情報保護に関する不安・不信感を払拭するとともに、マイナンバーカードの具体的なメリット

を実感できるようにすることが重要であるため、国民に向けた広報等の取組を更に強化していく

必要がある。 
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５ 国家資格の登録手続オンライン化に伴う資格情報提示のデジタル化 

 
要望先 ：デジタル庁、厚生労働省 

                            県担当課：保健医療政策課 
 

◆提案・要望 

（１） 国家資格証の登録手続のオンライン化においては、原則として、電子証明書を

免許原本とすること。 

 当面、紙による交付方法を継続する場合は、申請者が電子証明書を印刷する方

法又は国が申請者に免許を直送する方法とすること。 
 
（２） 電子証明書による資格提示が進むよう、提示を求める側である行政や民間の機

関等にオンラインでの資格確認ができる仕組みの普及を図ること。 
 
（３） オンライン化後の審査事務は、都道府県を経由せず国において実施すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 現在、医師免許等厚生労働大臣所管の国家資格等の申請手続は、保健所が紙申請書を受け付け、

審査をした上で県から国に提出している。申請手続について都道府県を経由して行うことは医師

法施行令第３条ほか各資格を規定する法令で定められており、この申請に基づき、国では審査・

登録・資格証発行を行う。一方、資格証の交付については、医師法第６条第２項ほか各資格を規

定する法令で国が行うことと定められているものの、実質的には申請者の窓口となっている都道

府県を経由して行っている。このため、県では国から資格証が届くと、申請者から預かった切手

を使い資格証を送付、あるいは受取通知を送付し保健所窓口に来庁させている。保健所で取り扱

う国家資格は13種類で令和５年度の申請実績は9,688件となっている。 

・ 国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」では、32の国家資格等について、現状、主に書

面で行われている手続を、令和６年度以降、可能なものから順次オンライン化を開始するとして

いる。また、資格管理者等が共同利用できる国家資格等情報連携・活用システムの開発・構築を

行い、マイナンバー等の情報連携による申請添付書類の省略、マイナンバーカードの電子証明書

等を活用した資格証明・提示を可能とするとしている。それにより国家資格証の提示等を求める

行政・民間手続において、オンラインでの資格確認が可能になると明記している。 

・ しかしながら、このたび厚生労働省医政局医事課から、医師免許等の手続について、国家資格

等情報連携・活用システムを使用するものの、紙の資格証を都道府県経由で交付する想定である

こと、及び審査事務も紙の場合と同様に都道府県において行う想定であること、について見解が

示された（医事課所管資格は11種類、令和５年度の申請実績は8,188件）。 

 

【課題①】 

  医師免許等の資格証を依然として紙で交付する場合、システム構築のメリットが十分に生かさ

れず、申請者の利便性の向上が不十分となる。マイナンバーカード等の機能を活用し、電子証明

書を免許原本とすることを原則とすべきである。 

  オンラインでの資格提示や資格確認が普及するまでの間、紙による資格証の交付を行う場合は、

申請者自らが資格情報を印刷する方法を用意する必要がある。 

  また、紙の資格証を国が発行する場合、これまでどおり県を経由して交付することは、交付ま
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での期間短縮や県の事務作業の負担軽減にはつながらないことから、都道府県を経由することと

している規定を見直し、国が直接交付すべきである。 

【課題②】 

  資格取得者がマイナンバーカード等の電子証明書を円滑に提示できるようにするため、資格証

の提示等を求める行政や民間の機関等に、オンラインでの資格の確認ができる仕組みを普及させ

る必要がある。 

【課題③】 

  オンライン申請後も県で引き続き審査を行う取扱は、事務負担の軽減が図られないばかりか、

新たにＬＧＷＡＮ接続のＰＣ確保のための費用負担も発生する。 

  システム構築のメリットとして事務負担の軽減が挙げられるが、オンライン申請により都道府

県を経由する必要性がなくなるため、国において一元的・効率的に審査が実施できるものと考え

る。 

 

◆参考 

 ○免許の申請手続における都道府県経由の流れ 

  

申請者 保健所 都道府県 

審査 

厚生労働省 

審査・登録 
窓口で 

申請 

免許証 免許証 免許証 

書類 書類 書類 審査 

免許証 

発行・発送 
発送 交付 免許証 

受取 

※窓口又は郵送 

（申請者負担） 
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６ 地方税のＤＸ推進に係る規制緩和、支援充実【一部新規】 

 
要望先 ：内閣府、デジタル庁、総務省、国土交通省 

    県担当課：税務課 
 

◆提案・要望 

＜自動車税＞ 

（１） 自動車保有関係手続のワンストップサービス（以下「ＯＳＳ」という。）につい

ては、特に中古車の移転登録などに係る利用率が低く、窓口における申請件数が

減らないことから、窓口業務に係る県の経費を削減できないという課題がある。 

 このため、ＯＳＳシステムの改修等により、ヘルプ機能を充実させるなど操作性

を向上させるとともに、全ての添付書類を電子化することなどにより、中古車の

移転登録を始めとするＯＳＳの利用率の向上を図ること。 
 

（２） 令和５年６月９日に公布されたマイナンバー法等の一部改正法に規定されてい

る変更登録だけでなく新規登録など全ての自動車登録手続におけるマイナンバー

の活用を早期に実現すること。 
 
（３） 抹消登録等を行った自動車税（種別割）の納税義務者に対する還付手続の効率

化・迅速化を図るため、国土交通省から都道府県に提供される自動車登録ファイ

ルの情報に口座情報を追加すること。 
 
（４） 自動車税・軽自動車税の障害者減免については、国の情報提供ネットワークシ

ステムだけで減免の可否を判定することができず、障害者手帳の原本を確認する

必要があることから、情報提供ネットワークシステムに減免に必要な全ての情報

を一元化することによって、申請者に障害者手帳等の持参を求めることなく、各

自治体がシステム上で減免の判定ができるようにすること。 
 
（５） 自動車税（種別割）を含む地方税４税目について、令和９年４月以降に納税通知

書の副本等をｅＬＴＡＸ経由で電子的に送付する仕組みが導入されることとなっ

たが、課税事務の一層の効率化を図るため、そもそも納税通知書の正本を電子的

に送付することについて、検討を行うこと。 

 また、導入に当たって必要な経費等について、財政的支援を行うこと。 
 
＜納税証明書＞ 

（６） 納税証明書の交付請求、交付手続の電子化については、全国統一的なオンライ

ン化が実現できるよう、国において早急に具体的な検討を進めること。 

 また、公的機関への納税証明書の提出については、法令や運用等により書面等

による添付が義務付けられているものがあることから、県の内部のバックオフィ

ス連携により納税証明書の添付を省略できるよう、下記の法令等の規制緩和を行

うこと。 

 ・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第７条第２項（公益法人

の認定の手続） 
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＜軽油引取税＞ 

（７） 令和６年10月から導入された軽油引取税に係る電子申告や免税手続の電子申請

について、特別徴収義務者及び免税軽油使用者の利便性向上を図るため、法令で

提出を義務付けている書類や法定様式の省略・簡素化を図ること。 

 また、農業支援の一環として農業従事者が容易に免税制度を利用できるよう、

農業者に係る軽油引取税免税制度の手続の簡素化を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

<自動車税> 

（１）ＯＳＳ 

・ ＯＳＳは国により平成17年12月に運用が開始され、本県では平成18年４月から導入をしている。

新車新規登録や車検時の継続検査での利用率はそれぞれ約80%、約70%であり、一定の利用が進ん

でいるが、中古車の移転登録での利用率は約４％程度にとどまるなど、それ以外の手続における

利用が進んでいない。 

・ 現行のＯＳＳは、中古車の移転登録手続がＯＳＳ上で完結せず譲渡証明書を運輸支局へ直接持

参する必要があることや、入力画面に十分なヘルプ機能等がないため、一定の専門知識がないと

入力に多くの時間を要するなど、利用者にとって使いにくいシステムとなっており利用率低迷の

大きな要因となっている。 

・ ＯＳＳの利用率が低く、窓口での申請数の減少が進まないため、システム導入の効果として期

待される窓口業務等に係る県の経費削減効果が十分に発現できていない。 
 

（２）、（３）自動車登録手続 

・ 現状では、自動車の抹消登録手続等により自動車税（種別割）に還付が生じた場合、納税義務

者は都道府県が送付する送金通知書を金融機関の窓口に持参して受け取る必要がある。 

・ これは自動車税の課税のために国土交通省から提供される自動車登録ファイルの情報にマイナ

ンバーが紐づいていないことなどにより、都道府県では、口座情報が把握できないためである。 

・ 納税義務者に対する還付手続の効率化・迅速化を図るため、国土交通省から都道府県に提供さ

れる自動車登録ファイルの情報に口座情報を追加するべきである。 

 

（４）障害者減免 

・ デジタル庁が管理する情報提供ネットワークシステムでは、障害者の障害等級や世帯構成など

の情報は管理されているが、自動車税・軽自動車税の減免に必要な情報（当該障害者が自動車税・

軽自動車税の減免を受けているか）は管理されていない。 

・ これはマイナンバーを扱っている当該情報提供ネットワークシステムが管理できる情報が、マ

イナンバー法で限定されているためである。 

・ その結果、現状ではこれらの情報を確認するため、障害者手帳の原本等を確認する必要があり、

原則として、申請者は都道府県・市区町村窓口に出向かなければならない。 
 

（５）納税通知書等の正本の電子的送付 

・ 令和７年度税制改正大綱では、自動車税（種別割）を含む地方税４税目の納税通知書の副本等

について、ｅＬＴＡＸ経由での電子的送付を、法人宛の通知は令和９年４月から、個人宛の通知

は令和10年４月から導入する方針が示されたが、導入後も、地方自治体は正本としての紙の納税

通知書の送付を引き続き行う必要がある。 

・ こうした取扱いでは地方自治体にとって電子化の効果が限定的であるため、納税通知書の正本

の電子化についても検討し、早期に実現すべきである。 
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（６）納税証明書 

・ 地方税共同機構の「令和６年度地方税における電子化の推進に関する検討会」では、「（納税通

知書等の電子的送付）の実現後、早期に納税証明書のデジタル化を実現していくべきである。」と

の方針が示されたが、令和７年度税制改正大綱において、納税通知書等の電子的送付は、法人あ

ての通知は令和９年４月、個人あての通知は令和10年４月から導入する方針が示されていること

から、納税証明書の電子化は令和10年４月以降になる見込みである。 

・ 本県では、県民サービスの向上と行政事務の更なる効率化のため、庁内の行政手続でのバック

オフィス連携を行うことにより納税証明書の添付省略を進めているが、法令等により納税証明書

の提出を求める手続があり、添付省略の支障となっている。 
 

（７）軽油引取税 

・ 軽油引取税に係る電子申告・電子申請が導入されたものの、提出書類や法定様式の記載事項が

極めて多いことから、特別徴収義務者及び免税軽油使用者の利便性向上を図るため、これらの省

略・簡素化をする必要がある。 

・ 軽油引取税免税制度においては３年に１度の免税軽油使用者証に係る申請や毎年の免税証に係

る申請の２種類の手続が必要であり、手続が煩雑である。 

・ 中でも農業に係る申請については個人によるものが大多数を占めており、平成21年度税制改正

における国会答弁の中で、「農業等の一次産業への免税措置は政策目的から維持する必要がある」

とされていることも踏まえ、農業従事者が免税制度を利用しやすい環境を整備する必要がある。 
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７ 金融機関の諸手続における押印不要化、電子化等の実現 

 
要望先 ：デジタル庁 

                     県担当課：出納総務課 
 

◆提案・要望 

 金融機関が諸手続において商取引慣行上求めている押印や書面の提出について、デジ

タル庁から全国銀行協会、金融庁等に働きかけて、早期に押印不要化や電子化等を実現

すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、ＤＸはいきなり最終的な変革を実現しようとするのではなく、「デジタイゼーション」

「デジタライゼーション」といった段階を経て「デジタルトランスフォーメーション」に至る流

れが適切であると考えている。 

・ この考え方に基づき、本県ではまず「オフィスのペーパーレス化」から取り組むこととし、紙

文化の象徴といえる押印の見直しや、使い勝手の良いデジタルツールの導入なども実施してきた

ところである。 

・ ペーパーレスを行政内部の効率化のみに止めず、広く民間にも波及させるためには、金融機関

が諸手続において商取引慣行上求めている押印や書面の提出についても、押印不要化や電子化等

を実現する必要がある。 

・ このことについては、令和２年７月２日付け「書面規制、押印、対面規制の見直しについて」

（規制改革推進会議）においても、早急に解決策を検討し、実行に移すよう、提言されている。 

・ 特に県においては、金融機関を通じて県民・法人に対する公金の取扱を行っていることから、

金融機関の諸手続を押印不要化や電子化する取組は、本県ＤＸビジョンの実現につながるものと

して重要である。 
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８ 公金収納のキャッシュレス化を円滑に進めるための支援等 

 
要望先 ：デジタル庁、総務省、経済産業省、国家公安委員会 

                県担当課：出納総務課 
 

◆提案・要望 

（１） 県が推進するキャッシュレス決済に伴うランニングコストについては、早急に

財政支援措置を制度化すること。 
 
（２） 金融機関やカード会社、決済事業者などに対して、キャッシュレス決済手数料

の軽減や、利用可能な決済ブランドの利便性の向上等について、指導、要請等を

行うこと。 
 
（３） 法令等の規制により電子申請が実施できない状況にある手続については、規制

の必要性や手法を改めて検証し、できるだけ早期に電子申請が可能となるよう計

画的に環境整備を進めること。 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では、平成30年度に近代美術館など県の直営施設にキャッシュレス決済を導入したことを

端緒に、令和５年度の県証紙の廃止に伴い、約500の手数料にキャッシュレス決済を導入した。 

  更に令和６年度も継続して整備を行い、必要な全ての機関にキャッシュレス決済を導入したと

ころである。 

・ また、県民の利便性の更なる向上のため、電子申請・電子収納についても、積極的な推進を図

っているところであり、県証紙を使用していた約500手続のうち約８割に当たる約400手続につい

ては、令和６年度中に電子申請が可能となった。 

・ しかしながら、今後、更なるキャッシュレス決済の利用促進や、電子申請が可能な手続きの拡

大を図っていくに当たっては、次のような課題が生じている。 
 

 ① キャッシュレス化に伴う県の財政負担の増嵩等 

   キャッシュレス決済の利用増加に伴い、手数料の負担も増加し、県の更なる財政負担増とな

る一方で、キャッシュレス決済の手数料率や利用可能な決済ブランド等については、民間事業

者主導で決定されており、決済手数料の高止まりや、県主導で決済ブランドの拡大等が実施し

にくいなど状況を招いている。 

   キャッシュレス化の推進については、国の方針に基づき全国的に進められている重要なＤＸ

施策であることから、国の責任において県への財政支援制度を早急に創設し、その推進を後押

ししていく必要がある。 
 

 ② 紙書類の申請書類への添付の義務付け等 

   現時点では電子申請を開始することが難しい、残りの２割の手続きについては、警察署を経

由した申請や住民票の写し等の現物の添付が法令等で義務付けられていることなどにより、電

子申請を行えない状況となっている。 

   そのため、改めて規制の必要性や手法を検証し、できるだけ早期に電子申請を可能としてい

く必要がある。 
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９ パスポート発給申請におけるキャッシュレス化の推進 

 
 要望先 ：デジタル庁、外務省 

                     県担当課：出納総務課、国際課 
 

◆提案・要望 

 パスポート（旅券）発給申請手数料については、書面手続の場合も印紙ではなくキャ

ッシュレスで納付できるよう制度設計を行うこと。 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県の手数料については、令和５年度に県証紙を廃止し、約500の手数料にキャッシュレス決済

を導入した。 

 また、令和６年度には、現金収納による手数料についても適用を拡大し、必要な全ての機関に

キャッシュレス決済を導入したところである。 

・ パスポート（旅券）発給申請手数料の納付は、県手数料と国手数料を同時に納付する必要があ

るが、発給申請を電子手続で行った場合の手数料は、キャッシュレス決済による納付が可能とな

っている。 

・ 一方で、発給申請を書面手続で行った場合には、県手数料はキャッシュレス決済による納付、

国手数料は印紙による納付となっている。 

・ そのため、パスポートの発給を書面で申請する県民にとっては、県が実施しているキャッシュ

レス手段とは別に、印紙を購入する際には現金で支払う必要があり、支払手段の相違から、分か

りづらく利便性に課題があると考えている。 

 

◆参考 

 ○現状に対する国の動向 

  昭和26年 旅券法制定（手数料は収入印紙で納入） 

  平成元年 手数料を国と都道府県に分納する制度を導入（国に納付する手数料は収入印紙で納入） 

  令和５年３月 外務省の所管する法令に係る情報通信技術を利用する方法による国の歳入等の

納付に関する法律施行規則により、旅券発給申請を電子手続で行った場合の手数

料は、オンライン上でクレジットカード納付することが可能になった。 

        ※書面手続の場合は引き続き収入印紙により納入する必要がある。 
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■激甚化・頻発化する自然災害と新たな危機への強固な備え   

 

１ 第１次国土強靱化実施中期計画策定に伴う社会資本整備予算の安定的な確保【新規】 

 
   要望先 ：国土交通省、財務省 

   県担当課：県土整備政策課、道路街路課、道路環境課、 

        河川砂防課、河川環境課、公園スタジアム課、 

        市街地整備課、下水道事業課 
 

◆提案・要望 

（１） 第１次国土強靱化実施中期計画に基づき、防災･減災､国土強靱化のための５か

年加速化対策完了後においても切れ目なく、継続的・安定的に地域の国土強靱化

の取組を進めるため、必要な予算・財源を、通常予算とは別枠で確保し、配分す

ること。 
 
（２） 社会資本整備予算について、計画的な事業執行のためにも、特に本県が実施す

る道路や河川の整備、都市公園の整備、災害に強い市街地の形成、下水道施設の

耐震化・老朽化対策に必要な財源を、当初予算において安定的に確保し、配分す

ること。 
 
（３） 令和７年１月に八潮市で発生した道路陥没事故を踏まえて、第１次国土強靭化

実施中期計画に位置付けられた下水道の強靭化対策を着実に推進するために必要

な予算を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 激甚化する風水害、切迫する大規模地震等への対策、予防保全型インフラメンテナンスへの

転換に向けた老朽化対策など、国土強靱化に向けた取組の着実な推進に向けて、国の継続した

財政措置が不可欠である。 

・ 本県の流域下水道は事業着手から50年以上が経過し、施設の耐震化、老朽化対策は近年の大き

な課題であり、特に令和７年１月28日に八潮市で発生した道路陥没事故を踏まえた下水道管渠の

老朽化対策は喫緊の課題となっている。老朽化した下水道管の抜本的な対策を行うとともに、全

国的な道路陥没事故の未然防止対策を推進するなど、国土強靭化の実現を図る必要がある。 
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２ 水害・土砂災害防止対策の推進【一部新規】 

 
                    要望先 ：国土交通省 

                           県担当課：河川砂防課、河川環境課 
 

◆提案・要望 

（１） 自然災害に強い県土の実現に向け、水害や土砂災害から県民の尊い人命を未然

に守るとともに、再度災害防止を徹底するため、水害・土砂災害防止対策を強力

に進めること。 
 

  ○流域治水プロジェクトの推進（利根川水系・荒川水系） 

  ○中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト（中川、綾瀬川） 

   ・ 利根川水系中川・綾瀬川河川整備計画【大臣管理区間】に位置付けられてい 

    る中川から江戸川への放水路の整備 

   ・ 八潮排水機場の増強 

  ○（仮称）入間川等流域治水強化プロジェクト 

   ・ （仮称）越辺川遊水地、（仮称）都幾川遊水地の整備 

  ○基幹となる河川の整備（利根川・荒川等の直轄治水事業） 

   ・ 首都圏氾濫区域堤防強化対策（利根川、江戸川） 

   ・ 荒川第二・三調節池事業（荒川） 

   ・ 高規格堤防整備、さいたま築堤（荒川） 

   ・ ダム建設事業（思川開発） 

  〇本県の治水の根幹を成す利根川における治水機能増強検討調査の加速化 

  〇新河岸川流域の特定都市河川指定の検討 

   ・ 国主導のもと、国・都県・市区町が一体となって検討を進めること。 

 

（２） 県が進める以下の事業を計画的に実施するためにも必要な財源を当初予算にお

いて安定的に確保し、配分すること。 
 

  ○（仮称）入間川等流域治水強化プロジェクト（飯盛川、葛川、九十九川、新江川） 

  ○中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト（新方川、元荒川、綾瀬川等） 

  ○主要な河川の整備 

   ・ 特定洪水対策等推進事業（中川、原市沼川、笹目川） 

   ・ 浸水対策重点地域緊急事業（忍川） 

   ・ 防災・安全交付金（新河岸川流域、芝川、市野川等） 

 

  ○土砂災害防止対策 

   ・ 砂防事業（東秩父村摩利支天沢等）、地すべり対策事業（皆野町金崎地区

等）、急傾斜地崩壊対策事業（長瀞町宿本地区等）など 

  ○流域貯留浸透施設の整備 

  ○排水機場等の河川管理施設の強化（耐震化・耐水化） 
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◆本県の現状・課題等 

・ 本県は利根川、江戸川、荒川といった国が管理する大河川に囲まれており、これらの河川が一

度破堤すると甚大な被害が発生することとなる。 

・ 令和元年東日本台風では、県管理河川において、決壊に至った２箇所を含む57箇所で溢水・越

水が発生し、県内各地で7,000件を超える浸水被害が発生した。 

・ また、令和５年６月の大雨により、中川・綾瀬川流域を中心に4,000件を超える甚大な内水被

害が発生した。 

・ さらに、本県には土砂災害が発生した場合に住民等への危機を生じさせるおそれのある土砂災

害警戒区域が5,225区域あり、令和元年東日本台風では、県内各地で土砂災害が発生した。この

ような中、他の都道府県と同様に本県の砂防関係施設の整備は低い水準となっている。 

・ このような状況から本県の水害・土砂災害防止対策を強力に進める必要がある。 

・ 本県では、５つの流域治水協議会に参画しており、気候変動による水災害リスクの増大を踏ま

え、上流・下流や本川・支川のバランスを確保しつつ、流域全体の治水安全度の向上を目指し、

流域全体で実施すべき対策を示す「流域治水プロジェクト」を国・県・市町村等の連携により迅

速かつ強力に進めるために、必要な財源を確保し、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を

推進する必要がある。 

・ このうち、中川・綾瀬川流域では、令和５年６月の大雨による甚大な内水被害を受けて国、県

及び関係市町が連携して「中川・綾瀬川緊急流域治水プロジェクト」をとりまとめるとともに、

令和６年３月に特定都市河川に指定にされたことから、特定都市河川浸水被害対策法の枠組み等

を活用した流域対策を進めることで、被害の早期軽減を目指しているところである。 

・ 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」において、本県では「氾濫をできるだ

け防ぐ、減らす対策」を軸に、河道の拡幅や調節池の整備、砂防施設の整備などのハード整備を

実施するとともに、長寿命化計画に基づく老朽化対策を実施しているところである。 

・ 激甚化・頻発化する災害に備えるためには、更なる財政措置が必要不可欠である。 
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３ 河川管理施設の長寿命化の推進 

 
                                 要望先 ：国土交通省 

                                 県担当課：河川環境課 
 

◆提案・要望 

 河川管理施設の長寿命化対策を推進するため、施設の計画的な更新や修繕に必要な財

源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 高度経済成長期に建設された排水機場や矢板護岸は、その多くが老朽化している。 

・ 特に、排水機場設備は常に運転できる状態を維持する必要があるため、計画的な更新や修繕を

実施して予防保全に努めなければならない。 

・ また、更新や修繕に当たっては昨今の防災インフラとしても管理の効率化に資する機能の高度

化が求められている。 

・ 計画的な更新や修繕に向けて必要な財源を安定的に確保していくためには、中長期的な見通し

に立った予算額の明示や地方負担に対する財政措置、補助制度の拡充が必要である。 
 

◆参考 

 ○排水機場の状況 

 ・ 排水機場は、47機場のうち23機場（全体の約５割）が整備後30年以上を経過している。 

 

 

 

 ○矢板護岸の状況 

・ 総延長約263ｋｍのうち、約220ｋｍ（約83％）が整備後30年以上を経過（令和７年３月現在）

しており、腐食孔の発生や傾倒、護岸裏の道路陥没などの影響が出ている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

排水機場調査結果（令和７年３月現在） 

矢板護岸調査結果（令和７年３月現在） 

全体の約５割 

全体の約83％ 
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 ○県管理ダムの状況  

 ・ 県が管理する３つのダムは、建設後40年を経過し、多くの設備が更新の時期を迎えてい

る。 

 

  

ゲート設備開閉装置 常用洪水吐扉体 監視制御装置 
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４ 大規模地震に備えた橋りょうの耐震補強の推進 

 
                                 要望先 ：国土交通省 

                                 県担当課：道路環境課 
 

◆提案・要望 

 大規模地震時に落橋等の甚大な被害から人命を守るため、橋りょう耐震補強に必要な

財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 阪神淡路大震災では、多くの橋りょうで橋脚の損傷や橋桁の落下などが発生し、甚大な被害を

もたらすとともに、復旧に多大な費用と長い期間を要した。 

・ 平成28年に発生した熊本地震では、阪神淡路大震災後に耐震補強基準が大きく改正された平成

８年より古い基準で建設された橋りょうで、落橋や倒壊などにより通行できず、緊急輸送の支障

となる事案があった。 

・ このため、本県では平成８年より古い基準で建設された橋りょうのうち、緊急輸送道路・跨線

橋・跨道橋などの特に重要度の高い橋りょうの耐震補強を計画的に進めている。 

・ 首都直下地震などの大規模地震の発生が予想される中、早急に震災被害の防止策を講じ県民の

安心安全を確保する必要がある。 
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５ 老朽化する橋りょうに対応した道路管理の推進 

 
                    要望先 ：国土交通省 

                    県担当課：県土整備政策課、道路街路課、道路環境課 
 

◆提案・要望 

 県や市町村が橋りょうを計画的に維持管理するため、点検及び修繕、更新に必要な財源

の確保を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 高度経済成長期に建設された多くの橋りょうの老朽化が進行しており、このまま放置すると一

斉に大規模な修繕や架換えの時期を迎え、将来に大きな負担が生じることとなる。 

・ 法定点検の実施により、修繕等の措置を講ずべき橋りょうが明らかになり、その措置を図るた

めの財政的な負担が増している。 
 

◆参考 

 ○県内の橋りょう数  

高速道路    759橋（4％） 国道（補助）・県道（さいたま市管理含） 2,970橋（15％） 

国道（直轄） 550橋（3％） 市町村道                16,175橋（78％） 

            県内合計     20,454橋 

出典：道路メンテンナンス年報を一部加筆 

 

 ○県管理の橋りょう竣工年次グラフ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○建設後50年以上経過している県管理橋りょうの割合の推移  
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６ 八潮市内で発生した道路陥没事故を踏まえた下水道の老朽化対策に対する支援の拡充【新規】 

 
                              要望先 ：国土交通省、財務省 

                           県担当課：下水道事業課 
 

◆提案・要望 

（１） 今後、本格的な復旧については、部分的な対策のみでは不十分であり、別ルー

トなどによる抜本的な対策が必要となることから、引き続き、国からの技術的支

援及び財政的支援を求める。 
 
（２） 大規模な道路陥没事故を未然に防ぐ観点から、点検・調査の頻度及び方法につ

いて、国が主体となって抜本的見直しを行うこと。 
 
（３） 本事案を踏まえて、関係する技術基準の検証・見直しを行うとともに、より

効率的・効果的で適切なインフラの管理を実現するための技術開発や地下イン

フラのデータベース化の推進を行うこと。さらに流量の大きい大口径管に対応

した更新の工法確立に向けて、国として主体的に取り組むこと。 
 
（４） 今回のような道路陥没事故の未然防止やリダンダンシーの確保を目的とした対

策を全国的に推進するため、第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けられた下

水道の強靭化対策の着実な推進に必要な予算を確保すること。 
 
（５） 現在、国が推進しているウォーターＰＰＰの導入については、インフラの長期

に亘る巨額更新費用の負担について目途がつくまでは、慎重に検討すること。ま

た、下水道に対する国の財政的支援については、ウォーターＰＰＰの導入を前提条

件としない制度設計を再考すること。加えて、今後の流域下水道の在り方について

も、検討を進めること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 令和７年１月28日に埼玉県八潮市内の県道松戸草加線中央一丁目交差点内において、中川流域

下水道の下水道管の破損に起因すると思われる陥没が起き、走行中のトラックが転落する事故が

発生した。 

・ 破損した下水道管は12市町、120万人分の汚水を集約して中川水循環センターに送水する急所

施設であり、多くの県民へ約２週間にわたり下水道の使用自粛のお願いするなど、県民生活に甚

大な影響が生じている。 

・ 今後、徹底的な原因究明が必要であり、それに基づく包括的な見直しが必要となる可能性があ

るものの、現時点では、緊急的に必要となる措置に加え、破損した下水道管の抜本的な対策を行

うとともに、全国的な道路陥没事故の未然防止対策を推進し、国土強靭化の実現を図る必要があ

る。 

・ また、大量のインフラが更新時期を迎えることが社会的な課題となっている中で、このような

重大な事案が発生したことから、現状の耐用年数や維持管理基準、ひいては今後の流域下水道の

在り方などについても、検証していく必要がある。 

・ そのため、中長期的なインフラの在り方についての見通しがつくまでは、ウォーターＰＰＰの

推進については慎重に再検討が必要となる。 
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◆参考 

 〇中川流域下水道 管内図 

  

道路陥没事故箇所 

 終末処理場 

(中川水循環センター) 
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７ 下水道施設の耐震化・老朽化対策の推進 

 
                                 要望先 ：国土交通省 

                                 県担当課：下水道事業課 
 

◆提案・要望 

（１） 将来にわたり安定して下水道サービスが提供できるよう、下水道施設の耐震

化・老朽化対策を推進するため、社会資本整備総合交付金や防災・安全交付金な

どについて必要十分な予算を確保し、当初予算において安定的、継続的に措置す

ること。 
 
（２） 流域下水道の維持管理・更新について、国として主体的にその手法を確立させ

ると共に、更新費用の負担主体についても考え方を取りまとめること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 下水道事業については、財政制度等審議会財政制度分科会（平成29年５月10日開催）において

受益者負担の観点から、国による支援は、未普及解消及び雨水対策へ重点化する方針が示された。 

・ 一方、本県の流域下水道は事業着手から50年以上が経過し、施設の耐震化、老朽化対策は近年

の大きな課題であり、特に令和７年１月28日に八潮市で発生した道路陥没事故を踏まえた下水道

管渠の老朽化対策は喫緊の課題となっている。 

・ 下水道は、県民の安心・安全の確保、東京湾等の広域的な水質保全といった公共的役割を担う

重要な社会インフラである。 

・ 特に流域下水道は、複数の公共下水道からの下水を受け、それを排除及び処理する根幹的、広

域的な下水道である。 

・ 本県では、８つの流域下水道で県人口全体の77％の処理人口（約565万人)を担っており、大規

模地震で下水道施設が被災した場合は県民生活や社会経済活動等に与える影響は甚大である。 

・ 特に、今後30年以内の発生確率が70％以上といわれている東京湾北部地震で震度６強と予想さ

れる県南東部地域には約508万人もの下水処理を担っている３つの処理場が立地しているため、

重要施設の耐震化やバックアップ対策が急がれる。 

・ さらに、施設の老朽化が進行し、耐用年数が比較的短い機械・電気設備は既に本格的な更新時

期を迎えているとともに、管渠や土木・建築施設も徐々に更新時期を迎えるため、ストックマネ

ジメント計画による老朽化対策を着実に進めていく必要があるとともに、八潮市で発生した道路

陥没事故を踏まえて、幹線管渠の老朽化対策やリダンダンシーの確保等を緊急的に進めていく必

要がある。 

・ 加えて、本県下水道施設の災害対策事業や老朽化対策事業は一朝一夕で終わるものではなく、

引き続き、十分な予算措置による事業継続が不可欠である。 
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◆参考 

 ○埼玉県流域下水道の処理場立地図 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○想定震度６強エリアの処理場 

名  称 場 所 処理市町 下水処理人口 処理人口合計 

荒川処理場 戸田市 5市 約200万人 

約508万人 新河岸川処理場 和光市 13市町 約165万人 

中川処理場 三郷市 15市町 約143万人 
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８ 被災者支援システム導入支援【新規】 

 
                                  要望先 ：内閣府 

                     県担当課：災害対策課 
 

◆提案・要望 

（１） 被災者支援システムの財政支援を充実させること。 
 
（２） 都道府県域を越えた情報共有に対応できるデータベースシステムを全国展開す

ること。なお、全国展開に当たっては、情報共有するべき項目について都道府県か

らの意見を反映させること。 
 
（３） 専門家の派遣により、システム導入と運用の円滑化を支援すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 今後30年以内に70％の確率で首都直下地震が発生すると予測されている。こうした大規模災害

の発生時には、市町村により被災者情報を迅速に収集したうえで、きめ細かい支援を講じること

が必要である。 

・ 実現のためには、被災者支援の効率化を可能とする被災者支援システムの導入・運用が必要で

ある。 

・ 被災者支援システムの導入・運用費用（初年度のみ）については、国による財政支援が用意さ

れているが、２年目以降の運用費用については恒常的な財政支援がない。システム普及のために

は、より高い補助率や継続性に配慮した交付金等の創設が必要である。 

・ 都道府県域を越えた広域避難、二次避難も見込まれることから、全国規模での情報共有の仕組

みが極めて重要となっている。都道府県域を越えて情報共有を目指すデータベースシステムにつ

いて、令和６年度に国の補助を受けて石川県が構築を実施している。他都道府県においてもスム

ーズに導入が可能となるよう、国による当該システムに関する情報提供及び導入費用への財政支

援のもと、全国展開する必要がある。なお、全国展開に当たっては、都道府県間の情報共有する

べき項目を、あらかじめ調整しておく必要がある。 

・ さらに、これらのシステムが全国に導入されるためには、自治体への専門家派遣により、シス

テムの導入・設定に関する技術的なサポートや、システムの適切な運用方法に関する教育・訓練

等の支援を実施し、運用までを円滑化する支援が必要である。 
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９ 土地改良施設等の耐震化・長寿命化の推進 

 
要望先 ：農林水産省 

                           県担当課：農村整備課 
 

◆提案・要望 

 ため池や排水機場などの農業水利施設の他、農道橋、農業集落排水施設などの耐震化・

長寿命化による防災減災機能の強化を推進するため、施設の計画的な更新や修繕に必要

な以下の事業の財源を確保すること。 

 ・ 農村地域防災減災事業 

 ・ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 ・ 農山漁村地域整備交付金 

 ・ 農村整備事業 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 土地改良施設等は食料生産に不可欠なインフラであるとともに、県土の防災・減災に重要な役

割を果たしており、これらの機能が将来にわたって安定的に発揮できるよう備える必要がある。 

・ 施設の多くは戦後の食料増産の時代や高度成長期に整備され老朽化が進んでおり、突発事故の

増加や施設機能の低下だけでなく、災害に対する安全性の低下も懸念されている。 

・ 本県は、国の「国土強靭化基本計画」、「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、戦略的な保全

管理を推進している。 

・ さらに、令和２年10月に施行された「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する

特別措置法」に基づき対策を進めている。 

・ 本県では、地震で損壊した場合に人命やライフラインへの影響が大きい農道橋（21箇所）につ

いて詳細調査を実施済みであり、防災重点農業用ため池（245箇所）についても詳細調査を概ね完

了したところである。詳細調査の結果に基づいて適切な対策工事を実施する必要がある。 

・ また、耐用年数が迫っている排水機場や農業集落排水施設についても、県民の生活や経済活動

に大きな影響を及ぼすことから早急に長寿命化対策を行っていく必要がある。 

 

◆参考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堤体の下流に住宅や道路が近接するため池（大沼（大）・吉見町） 経年劣化のため除塵機を補修（男沼排水機場 熊谷市） 
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10 計画的な農業農村整備事業の実施 

 
                                   要望先 ：農林水産省 

                                   県担当課：農村整備課 
 

◆提案・要望 

 農業の競争力強化に資する農地の整備や農業水利施設の長寿命化・維持管理対策、災

害に強い農村づくりを計画的に実施するために必要な財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県は、ほ場の整備率が全国平均より低く、また、農業水利施設の老朽化対策や台風・ゲリラ

豪雨等自然災害に強い農村づくりが重要な課題であり、必要な財源を確保し計画的な整備を行う

必要がある。 

  また、近年の物価高騰により農業水利施設の維持管理費が増大しているため、効率的かつ効果

的な維持管理を実現するための燃料高騰対策等の財源を確保する必要がある。 

・ 令和７年度の国の農業農村整備事業に係る予算は全体で4,464億円、対前年比100.0％で、平成

21年度の5,772億円と比べると77％である。 

・ 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」の対策期間が令和３年度（令和２年度

第３次補正予算）から令和７年度までとなっている。 

 

◆参考 

 ○農業農村整備事業関係予算（当初）の推移（国） 

 

 

  

5,772 

2,129 2,129 2,129 
2,627 2,689 2,753 2,962 3,084 3,211 

3,771 3,775 
3,317 3,322 3,323 3,326 3,331 

852 172 58 

735 735 735 
735 701 639 

685 690 

595 591 591 591 584 100
123

236
298

300 250

248 248 200 198 198

200

208 258

258 254 282 282282
12 34 61 68 74

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

農業農村整備事業 農山漁村地域整備交付金（農業農村整備分）

農地耕作条件改善事業（非公共） 農業水路等長寿命化・防災減災事業（非公共）

農山漁村振興交付金（非公共）

4,4304,4534,457
4,463 4,464

2,981
2,1872,301

3,3623,424
3,5883,820

4,020
4,348

4,9644,973
5,772

注１）金額は四捨五入によるため、合計とは一致しないことがある 

 ２）令和元年度及び令和２年度予算額は、「臨時・特別の措置」を含む 

対前年比 
100.0% 

H21予算 
の77％ 
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11 学校施設の老朽化対策・耐震化・防災機能の強化等の推進【一部新規】 

 
              要望先 ：内閣府、こども家庭庁、総務省、財務省、文部科学省 

              県担当課：学事課、教育局財務課、高校教育指導課 
 

◆提案・要望 

＜公立学校施設＞ 

（１） 公立学校は、公教育を支える基本的施設としての機能の担保、老朽化対策、バリ

アフリー化の推進、環境問題に対応するためのエコスクール化の推進など様々な

課題を抱えている。これら様々な財政需要に対応できるよう、補助単価や補助上

限額の引上げを行うとともに、必要な財源を安定的に確保すること。 
 
（２） 小中学校だけでなく、高等学校も災害時においては地域住民の避難所となる。 

 国をあげて、防災・減災、国土強靭化を進める観点から、非構造部材の耐震対

策、体育館等への空調設備の設置などの避難所機能の強化について、現在補助の

対象外とされている高等学校も補助対象とするよう財政支援の拡充を図ること。 

 さらに、体育館を含め、高等学校の空調設備の光熱費についても、小中学校と

同様に地方交付税措置を講じること。 
 
（３） 児童生徒等の安全を確保するため、文部科学省の要請する専門的な点検を市町

村が円滑に実施できるよう十分な財政措置を講じること。 
 
（４） 産業教育の重要性を踏まえ、県立高等学校の産業教育施設の計画的な整備、充

実を図るための施設・設備費について、より一層の財政措置を講じること。 
 
＜私立学校施設＞ 

（５） 私立学校に通う児童生徒等の安全を確保するため、補助率の嵩上げや補助対象

校（園）数の拡大を通じ、私立学校施設の耐震化や防災機能の強化を、強力に推

進すること。 
 
（６） 私立学校が各学校の実情により合った耐震改修等を行えるよう、補助制度の見

直しを行うこと。 
 
（７） 私立学校施設における熱中症事故防止に係る空調設備の整備等の補助率の嵩上

げを行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

＜公立学校施設＞ 

・ 公立学校施設の整備費として文部科学省が計上した令和７年度当初予算は691億円であり、前年

度当初予算と同規模の額となっている。 

・ 補助単価の見直しは随時実施されているが、実工事費との乖離が大きい。また、国庫補助事業

の内容ごとに補助上限額が定められているが、事業の規模によっては、事業費が補助上限額を上

回り、自治体の厳しい財政状況がさらに圧迫される。特に、令和４年度の制度改正において空調

設置や内部改造等に活用できる国庫補助事業の補助上限額が２億円から7,000万円に引き下げら

れたことで、地方自治体の厳しい財政状況が圧迫されるケースが出てきている。 
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 こうした状況を踏まえ、補助単価や補助上限額の引上げ及び必要な財源の安定的な確保が必要

である。 

・ 地震防災対策特別措置法や建築物の耐震改修の促進に関する法律において要件の定められた学

校施設の構造体の耐震化は完了したが、外壁や内壁、天井、照明器具、窓・ガラスなどの非構造

部材の耐震化は、対策が遅れている。また、災害時の避難所機能の強化や熱中症対策の観点から

体育館等への空調設備の設置が求められている。 

 避難所機能の強化や生徒の安全を確保するための財政支援については、現在補助の対象外とさ

れている高等学校にも範囲を拡大する必要がある。 

・ 県立高等学校は、市町村立小中学校等と同様に多くが避難所として指定されている。避難所と

なる体育館への空調設置を円滑に進めていくために、平時のランニング・コストへの支援が必要

である点は、市町村立小中学校等と変わらないため、高等学校についても同様に地方交付税措置

の対象とするよう要望する。 

・ 文部科学省は、児童生徒等の安全を確保するため、建築基準法に基づく法定点検の実施義務が

ない学校設置者に対しても、同法や関係告示を参考として有資格者による専門的な点検を定期に

実施するよう要請しているが、財政負担が重く、点検を実施していない市町村も多い。 

・ 県立高等学校の産業教育施設・設備の老朽化に対して、県の予算を十分に確保できていない。 

 また、産業界における技術進展と高度化は著しく、最先端の技術を活用した施設・設備の充実

改善を図り、新規施設も導入していく必要がある。 

 

＜私立学校施設＞ 

・ 私立高等学校の令和７年４月１日現在の耐震化率は100％であり、平成29年度末に全ての高等学

校の耐震化が完了した。一方、天井や照明器具、窓・ガラスなど非構造部材の耐震対策は、引き

続き必要である。 

・ 私立幼稚園の令和７年４月１日現在の耐震化率は95.1％にとどまっており、園児の安全が確保

されているとは言い難い。取組状況調査等によれば、耐震化が進まない最も大きな理由は必要な

資金が確保できないことである。 

・ 私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）では、園舎の中で園児等が日常的に使用

しているにもかかわらず、壁や建具等により風雨を防ぐことができない場所については補助対象

面積から除く扱いとされている。 

・ 今後も児童生徒等の大幅な増加が見込めない状況で、私立学校が内部留保を蓄積するのは難し

い。特に、幼稚園については保育所との競合もあり、経営環境は極めて厳しく公的補助がなけれ

ば耐震化が進められない状況であるが、補助金申請の際には構造耐震指標（Is値、Iw値）を示す

必要があり、耐震診断費等も発生し費用負担が大きいことから、実施を断念するケースがある。 

・ 私立学校施設の教育環境の維持向上の観点から、熱中症事故を防止するためのエアコン等の空

調設備の整備や高効率化を図る必要がある。 

 

◆参考 

 ○公立学校施設整備費 当初予算の推移 

令和５年度  687億円 

令和６年度  683億円 

令和７年度  691億円 
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  ○産業教育の設備の整備について 

   ・ 産業教育設備（特別装置）の整備に係る国庫補助が平成25年度に廃止された。 

   ・ 「スマート専門高校」に係る国庫補助が令和２年度補正のみ設定され、それ以降継続的な財

源措置がない。 

 

 ○私立学校施設の令和６年度の状況 

学種等 
補助率 

Is値0.3未満 
補助率 

Is値0.3以上 
補助申請 
校(園)数 

補助決定 
校(園)数 

高等学校等 
耐震補強 1/2 1/3 0 0 

改築 1/3 1/3 0 0 

幼稚園 
耐震補強 1/2 1/3 1 1 

改築 1/3 1/3 0 0 

  

 ○私立高等学校等のトイレ・空調設備整備に係る国庫補助制度 

  対象：小・中・高等・中等教育学校・特別支援学校 

  補助率：１／３ 
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12 協定締結機関の設置に要する費用に対する財政支援の拡充・継続 

 
要望先 ：厚生労働省 

県担当課：感染症対策課 
 

◆提案・要望 

 感染症法第62条第３項において定められた、同法第60条第３項に基づき県が補助する

「県と協定を締結する機関の設置に要する費用」に対する国の補助について、令和８年

度以降も引き続き必要な予算措置を行うこと。 

 なお、協定締結機関の施設工事において、繰越制度を活用できるよう補正予算ではなく、当

初予算として確保すること。 
 

 
◆本県の現状・課題等 

・ 令和４年12月に改正された感染症法では、新たな感染症の発生・まん延時に必要となる確保病

床や発熱外来の実施機関などについて目標を定めることとされており、当該目標の達成に向けて、

医療機関等と協定を締結することが法定化された。 

・ 一方、新たな感染症に確実に対応するためには、協定締結医療機関等の体制整備を図ることが

重要である。 

・ 国においても、令和６年度補正予算を措置し、令和７年度の体制整備について支援を講じてい

るところであるが、検査機関や宿泊療養施設に対する予算が措置されておらず、不十分な内容と

なっている。 

・ 国においては、協定締結をした全ての機関を対象として、令和８年度以降も継続して予算措置

を講じることにより、新たな感染症への備えを万全にするべきである。 

・ また、病室の整備等においては、複数年にわたる工期設定が必要となることを踏まえ、当初予

算として財政措置をすることにより、支援対象となる工事が工期の関係で制限されることなく、

適切に繰越制度を活用できるようにするべきである。 
 
◆参考 

○感染症予防計画で定める医療提供体制等に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 流行初期…感染症法第 16 条第２項に規定された新型インフルエンザ等感染症等に係

る発生等の公表から３か月以内 

※２ 流行初期以降…感染症法第 16 条第２項に規定された新型インフルエンザ等感染症等

に係る発生等の公表から３か月経過後から６か月まで 


